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群馬大学
○ 大学の概要

(2) 大学の基本的な目標等
(1) 現況

本学は、豊かな自然風土の下、北関東を代表する総合大学としてその社会
① 大学名 国立大学法人群馬大学 的使命を果たしてきた。新しい世紀に入り、人類の繁栄と生存の根幹に関わ

る諸問題に意欲的、創造的に取り組む人材を育成すること、最先端の学術研
② 所在地 群馬県前橋市（本部・荒牧キャンパス・昭和キャンパス） 究を世界的水準で推進すること、そして、開かれた大学として地域社会に貢

群馬県桐生市（桐生キャンパス） 献することを基本理念に掲げ、以下の目標を設定する。
群馬県太田市（太田キャンパス）

① 教育においては、○ａ学生の勉学を促進する学修環境及び支援体制を整備
③ 役員の状況 する。○ｂ教養教育、学部専門教育、大学院教育それぞれの充実を図るとと

学長名 鈴木 守 （平成16年４月１日～平成21年３月31日） もに、相互の関連を強化し、豊かな人間性・基礎的能力・専門的能力・創
高田 邦昭（平成21年４月１日～平成25年３月31日） 造的能力を兼ね備えた人材を養成する。

理事数 ４名
監事数 ２名（内１名は非常勤） ② 研究においては、○ａ各専門分野において独創的な研究を世界水準で展開

するとともに、本学の伝統をなす実践的、実学的研究と基礎的諸科学との
④ 学部等の構成 融合を図る。○ｂ地域社会の諸課題について自治体等との共同研究を活発に

学 部 教育学部 行い、成果を地域社会に還元する。
社会情報学部
医学部 ③ 社会貢献においては、○ａ自然環境を守り、地域の文化・伝統を育み、豊
工学部 かな地域社会を創るために、学内外の関係機関と連携した活動を活発に展

研 究 科 教育学研究科（修士課程・専門職学位課程） 開する。○ｂ地域住民の多様な学習意欲や技術開発ニーズに応え、地域社会
社会情報学研究科（修士課程） の活性化に貢献する。
医学系研究科（修士課程・博士課程・博士前期課程・

博士後期課程） ④ 国際貢献においては、○ａ海外からの留学生の受け入れと本学学生の海外
工学研究科（博士前期課程・博士後期課程） 留学の機会を拡大させるとともに、異文化理解教育を推進する。○ｂ学術面

附置研究所 生体調節研究所 での国際交流を活発に展開する。

⑤ 学生数及び教職員数 ⑤ 大学運営においては、○ａ一層の自主性、自律性をもって大学運営に当た
学生数 ６，８２４名（２２１名） るとともに、学外有識者の参画を求める。○ｂ総合情報システムを拡充し、

［内訳］ 運営の効率化を図るとともに、情報公開に努める。○ｃ自己点検評価、外部
学 部 ５，２９４名（ ７５名） 評価、第三者評価の結果を積極的に受け止め、大学の諸活動の質的向上を
研 究 科 １，５３０名（１４６名） 図る。

教員数 ７７１名
職員数 １，１３１名 (3) 大学の機構図

２頁、３頁に記載。
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○ 全体的な状況

（※ 21年度の取組は、下線で示す。）

群馬大学は、北関東を代表する総合大学として、現代社会の諸問題に意欲的 った。
に取り組む人材を育成すること、独創的な研究を世界水準で展開するとともに
実践的・実学的研究と基礎的諸科学の融合を図ること、並びに地域社会の多様
なニーズに応え、その活性化に貢献することを目標としている。これらの目標 大学全体としての戦略に基づく法人内資源配分の実現
を達成するために、法人化以降、中期計画を実施し、業務運営の改善・効率化
及び財務内容等の改善を進め、教育研究活動の質を向上させた。 １．「学長裁量経費」の配分による戦略的施策や教育研究プロジェクト等の推

進 （16年度～)
Ⅰ．管理運営組織の改革と柔軟な資源配分の実施 16年度から、中期計画及び年度計画の確実な実施並びに全学的な視点から

の戦略的施策や教育研究プロジェクト等を推進する経費として、「学長裁量
管理運営組織の改革 経費」を措置し、学長のリーダーシップの下、総合的な観点から戦略的・効

果的な資源配分を行った（21年度配分額：340百万)。
管理運営組織のスリム化・効率化 また、事業の進捗状況の調査を行い、必要に応じて修正を行った。さらに、
１．「役員連絡会」及び「企画戦略会議」による機動的・効率的な意思決定シ 事業完了後に報告書の提出を求め、役員会において、事業成果の把握を行い、

ステムの強化（16年度～) 次年度の配分に反映させた。
16年度から、「役員懇談会」を原則毎週開催し、法人運営上の諸課題に対

して迅速かつ適切な意思決定を行った。21年度からは、法人の意思決定過程 ２．「学長裁量人員枠｣からの配置による重点プロジェクト等の推進(16年度～)
を整理する観点から、役員懇談会を大学運営全般に係る情報収集・整理を主 16年度から、本学の運営上、特に必要な業務及び重点プロジェクト等に対
任務とした｢役員連絡会」に改組するとともに、「企画戦略会議」（16年度設 して、「学長裁量枠｣から人員を重点配置(16～21年度計：35名、21年度：12
置)を毎週随時に開催することにより当面の重要懸案処理の迅速化を図った。 名)し、推進した。

２．「大学運営会議」の設置並びに全学委員会の再編（17年度～) Ⅱ．法人としての経営の活性化
17年度に、13の主要全学委員会を整理統合して、学長、理事、部局長を構

成員とする「大学運営会議」を設置し、各部局の活動との総合調整や業務運 業務運営の効率化及び合理化
営を効率的かつ円滑に行った。また、全学委員会を各理事の下に再編（約２
割削減）し、教員の負担軽減を図った。 グループ制による業務の効率化の推進（19年度～)

19年度から、人件費抑制や組織を取り巻く環境の変化に弾力的に対応するた
３．合議制委員会から「室方式」への切替（16年度～) め、事務局及び学部の事務組織に「グループ制」を導入し、業務の効率化を推

法人運営の重要事項について、16年度以降順次、合議制の委員会から担当 進した。また、諸規則や各種業務支援体制の内部監査に基づき、総務、秘書、
理事を室長とする「室方式」へ移行させ、理事のリーダーシップの下、教員 研究支援担当事務部門の再編及び会計規則の改正について検討し、22年４月か
と事務系職員が一体となって業務に取り組んだ。 ら実施することとした。

４．「大学教育・学生支援機構」による学生支援業務の効率化（18年度～）
18年度に、学生に対する教育や就職支援などの学生支援業務を全学的に一 人事評価システムの構築

元化するため、既存の組織を整理統合した「大学教育・学生支援機構」を設
置し、教職員が一体となって業務に取り組んだ。 １．教員評価の実施並びに評価結果の反映（20年度～）

19年度に、「群馬大学大学情報データベース」を活用した教員評価を実施
５．「研究・産学連携戦略推進機構」による産学連携活動及び研究・知的財産 した。その結果の反映については、20年度からは、「教員評価結果の反映事

戦略の推進（19年度～） 項について」に基づき、学長裁量経費から、特に成績の良好であった教員に
18年度に、既存の組織を整理統合した「産学連携・先端研究推進機構」を 対する研究費の資源配分や、勤勉手当などの給与制度等に適切に活用した。

設置し、産学連携活動を組織的、効率的に行った。 21年度は、22年度に実施する教員評価について、前回の評価の検証結果に
19年度には、群馬大学TLOの設置に伴い、本機構に「研究・知的財産戦略 基づき、教員評価実施専門部会において、評価指針や評価項目等の見直しを

本部」を統合した「研究・産学連携戦略推進機構」を設置し、産学連携活動 行った。
や研究・知的財産戦略をより推進した。

２．職員等評価の実施並びに評価結果の反映（21年度～）
６．「総合情報メディアセンター」による情報サービス等の充実（17年度～） 20年度から、職員(事務系、技術系、医療系及び看護系職員）並びに附属

17年度に、既存の組織を整理統合した「総合情報メディアセンター」を設 学校教員に対し、評価を本格的に実施した。その結果については、21年度に、
置し、学術情報から事務情報までの総合的な情報サービスの提供・充実を図 各職域毎の「人事評価結果の活用について」に基づき、人事異動を始め、昇

群馬大学
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任、昇格、勤勉手当などの給与制度等に適切に活用した。
施設・設備マネジメントの推進

財務内容の改善・充実 １．「施設整備推進戦略」等に基づく施設・マネジメントの推進（16年度～)
「群馬大学の施設設備活用に関する第１期基本計画」(16～17年度)及び

１．財務分析結果の活用 「群馬大学施設整備推進戦略」(18～21年度)に基づき、講義室等の整備拡充、
経費の効率的な使用を図るための予算配分方針の策定（16年度～) 共用研究スペースの整備、福利施設の改善整備、老朽及び耐震補強を必要と
16年度から、年度計画に基づき、予算、収支計画及び資金計画を連動させ、 する建物の再生整備を行った。

四半期毎の収入目標額を設定し、収入予算と支出予算を一体的に運用するこ
とを配分の基本方針とした予算配分方針を策定し、事業内容との整合性を確 ２．「群馬大学施設の有効活用に関する内規」に基づく施設の有効活用（16年
保した予算配分を行った。 度～)

16年度から、「群馬大学施設の有効活用に関する内規」に基づき、施設の
２．外部資金等の獲得 有効活用を推進した。また、「施設・環境推進室」において、利用者が提出
(1) 科学研究費補助金取得への取組（18年度～） した共用研究スペースの使用状況の自己点検報告書に基づく点検調査を行う

18年度から、申請率を向上させるため、「国立大学法人群馬大学の予算 などの有効活用を図った。16～21年度においては、共用研究スペース 6,063
配分方針」に基づき、科学研究費補助金の応募を行わなかった研究者の研 ㎡(21年度整備：119㎡)、スペース課金制度適用の競争的共用研究スペース
究費について、配分単価の20％を減額した。なお、配分減によって生じた 2,907㎡、共同利用スペース 5,219㎡を確保した。
経費は若手研究者のための経費財源の一部とした。

また、若手研究者が行う研究で、今後の発展が期待できる研究を対象に、
「若手教員研究助成制度」に基づく支援を行った。採択された教員には、 省エネルギー対策・地球温暖化対策の推進
次年度科学研究費補助金への応募を義務付けた。

(2) 群馬大学TLOを中心とした知的財産の活用への取組（19年度～） 省エネルギー対策等の推進や温室効果ガス排出削減等の環境保全対策の取組並
19年度から、群馬大学TLOを中心に､新技術説明会等を開催し、本学の持 びにISO14001の取得（16年度～)

つ特許をベースとした企業との共同研究を奨励することによって、特許実 「群馬大学エネルギー管理内規」（16年度制定)、「群馬大学省エネルギー行
施料等収入及び特許に基づく共同研究等収入の大幅な増加につながった。 動計画」（毎年度制定）、「温室効果ガス排出抑制等のための実施計画」（19年

※ 特許実施料等収入及び特許に基づく共同研究等収入の増収について 度制定)及び「施設設備における温室効果ガス排出抑制等指針」（19年度制定)
は、p.33-34【21事業年度】「(2)知的財産活用への取組」参照。 等に基づき、エネルギー使用量及び温室効果ガス排出量の削減を推進した。

また、18年度に、ISO14001を取得し、環境マネジメントシステムの継続的改
３．コスト削減 善に取り組んだ（19・20年度：継続認証、21年度：更新認証）。

附属病院での業務委託によるコスト削減の取組（20年度～)
20年度から、民間コンサルタント会社と医用材料等契約支援業務及び関

連コンサルティング業務を委託するなど、コスト削減に積極的に取組み、 学術情報基盤の整備
20年度 約2.0億円、21年度 約2.9億円の経費削減を達成するなど効率的
な運営を行った。 群馬大学学術情報機関リポジトリ」(GAIR)による研究成果の提供（18年度～)

18年度から、総合情報メディアセンターの｢群馬大学学術情報機関リポジト
リ」(GAIR)に、本学で生産された学術及び研究成果を蓄積し、それを広く学内

健全な財務運営のための定員・人件費管理の推進 外に公開した（21年度までの登録件数 3,900件、月平均のアクセス数 19,580件、
月平均の論文表示数 13,872件）。

「運営費交付金の削減（効率化△１％）への対処方策について」に基づく定員
・人件費管理（18年度～）

17年度に役員会決定した「運営費交付金の削減（効率化△１％）への対処方 危機管理への対応
策について」の諸方策に定める人員削減計画の実施と教職員の欠員補充への慎
重な対応により、18～21年度について、総人件費改革（18～22年度の間に５％ 「危機管理室」の設置並びに危機事象毎の全学マニュアルの策定（17年度～)
の人件費削減）に基づき中期計画に掲げた毎年度の人件費１％減を達成した。 17年度に「国立大学法人群馬大学危機管理規則」を制定し、同規則に基づき、

また、役員会において、17年度に策定した向こう５年間の人員削減計画の厳 学長の下に「危機管理室」を設置するとともに、各部局にも「危機管理室」を
密な管理を行うとともに、退職教員の後任補充についても、当該部局等の業務 設置し、危機事象に迅速に連携して対応できる組織を整備した。
運営・教育改革等の状況を厳格に評価・検証した上でその可否を判断し、一定 18年度には、「国立大学法人群馬大学危機管理方針」を制定し、同方針に基
期間の人事凍結等の措置を講ずるなど人件費の効果的運用を行った。 づき、危機事象毎に対応する14の全学マニュアルを策定するとともに、ホーム

ページに掲載し、周知を図った。

群馬大学
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明確化を図った。21年度は、「キャリアデザイン教育」、「国際理解教育」、
自己点検・評価及び第三者評価 「環境教育」、「英語教育」、「数学教育」、「情報処理教育」及び「物理教

育」の７テーマを掲げ、教育改善を推進した。
ITの有効活用による評価作業の効率化（19年度～) また、大学教育センター教育方法企画部会等による組織的な教育成果の

19年度から、大学評価の専用ホームページにより、年２回実施している中期 検証のほか、英語教育については、TOEIC-IP、TOEFL-ITPをそれぞれ年２
計画・年度計画の自己点検・評価作業について、中期計画・年度計画の進捗状 回実施し、国際的な教育規格による教育成果の検証を行った。
況管理などの作業の効率化を図った。

また、19年度に実施した教員評価について、教員評価指針で定める４領域に ２．個性・特色の明確化を図るための組織的取組
係る事項並びに「職階による職務内容を考慮した各領域に対する重み付け」の 地域と連携した多文化共生教育への取組（16年度～）
評価データを入力、収集及び蓄積できるシステム「群馬大学大学情報データベ 16年度から、多様な文化をもつ外国籍住民と地域住民との共生に資する
ース」を活用し、教員評価作業の効率化を図った。さらに、授業評価に係る教 専門的職業人の養成を行うため、地域協働ネットワークを活用した全学的
員及び授業科目データや認証評価に係る各基準毎の根拠データについても、「同 ・総合的教育カリキュラムを展開した。その結果、21年度の文部科学省科
データベース」を活用し、各部局等の負担軽減の観点から効率化を図った。 学技術振興調整費として「多文化共生推進士養成ユニット」事業が採択さ

れた。なお、21年度は、教養教育科目22科目、専門教育科目18科目、大学
Ⅲ．社会に開かれた客観的な法人運営 院教育科目３科目の計43科目を開講した。

外部有識者の積極的活用
学生支援の充実

外部有識者の積極的活用による運営の活性化（16年度～）
16年度から、外部有識者をTLO長、財務調査役、知的財産関連のマネージャ １．学習支援等の充実

ー・コーディネータ及び病院長補佐等に採用し、専門的な知識・技能を必要と (1) 「群馬大学障害学生支援要項」に基づく障害のある学生に対する就学支
する部署に配置した。 援（17年度～）

17年度に制定した「群馬大学障害学生支援要項」に基づき、障害のあ
る学生に対して、就学支援を行った。支援内容は、学生の要望に応じた

監査機能の充実 オーダーメード方式を採っており、21年度は、聴覚障害学生に対し、
iPhoneの機能を利用したパソコンテイクを新たに導入した。

監査室の機能強化並びに内部監査室の設置（16年度～） (2) 「メンタルヘルス通信」による学生相談のスキル向上（21年度～）
監事の下に事務局から独立した第三者機関として設置した監査室(16年度､18 21年度から、精神面に関する学生相談のスキル向上を図るため、毎月、

年度～）において、専任の監査室長、専門職員を配置し、監事監査を円滑に遂 全教員に対し、健康支援総合センターから「メンタルヘルス通信」をメー
行した。また、監事の提言に基づき、改善を行った（21年度改善事項：「個人 ルで送信した。
情報保護に関する職員に対する啓発」について)。さらに、21年度から従来の
監事監査（監事及び直属の監査室）に加えて、通常業務の全体にわたりきめ細 ２．就職支援、キャリア教育等の充実
やかな個別点検・改善を行うため、新たに「内部監査室」を設置した。 就職支援刊行物による就職支援（19年度～）

19年度から、就職活動のノウハウをまとめた就職支援刊行物を発刊し、
就職対象学生に対し配付した。21年度は、「2009 就職支援BOOK － 群大

情報公開の促進 生のための就活ノウハウ集 －」を配付し、就職支援を行った。

「GRIP 知財ニュース」等による情報提供（16年度～）
16年度から、研究・知的財産戦略本部機関紙「GRIP 知財ニュース」を発刊 研究活動の推進

し、本学の知財活動の詳細情報を広く社会に紹介した。
また、20年度からは、研究シーズ集「４ｕ:フォーユー」を発刊し、本学、 １．資源の重点配分による研究活動の活性化に向けた取組

茨城、宇都宮、埼玉の４大学が所有する「知」を広く社会に紹介した。 他組織との各種共同研究の活性化を目的とした学長裁量経費の配分（16年
度～）

Ⅳ．教育・研究の活性化に向けた取組 16年度から、組織横断的な各種共同研究を活性化させるため、学長裁量
経費「教育研究改革・改善プロジェクト経費」を措置し、学部間を越えた

教育方法等の改善 研究者チームのプロジェクトを支援した。

１．指導方法等の改善・充実に向けた取組
全学共通教育「教育改善推進テーマ」の実施並びに教育成果の組織的な検

証（18年度～）
18年度から、「教育改善推進テーマ」を設定し、教養教育の重点的課題の
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２．女性教員・若手教員等に対する支援 (1) 「スキルラボセンター」による医療技術の習得（21年度～）
医学部附属病院医療人能力開発センター「女性医師等教育・支援部門」に 教職員等の医療技術を習得するための施設として、各種シミュレータ・

よる支援（21年度～） トレーニング機器を整備した「スキルラボセンター」を21年４月に設置し、
21年度に、医学部附属病院医療人能力開発センター内に、「群馬大学医 医師、コメディカル、学生など延べ2,385名に対し、研修を実施した。

学部附属病院女性医師支援プログラム」の利用拡大、診療科や関連病院と (2) 「医師キャリア形成システム」の構築（21年度～）
の連携による出産や育児後のサポート体制の構築などの女性医師支援を目 引き続き、「関東・信州広域循環型専門医養成プログラム」に基づ
的とした「女性医師等教育・支援部門」を設置した。 き、５大学（本学、信州大学、獨協医科大学、日本大学、埼玉医科大学）

の連携による若手医師等の養成を行った。
３．柔軟な研究実施体制の整備 21年度は、５大学並びに各大学病院の関連病院が連携し、それぞれの
(1) 「群馬大学重粒子線医学推進機構」の設置（21年度） 大学病院及び各地域の関連病院を循環しながら幅広く研修を行い、専門医

重粒子線医学に係る研究、教育、治療等の進展及び円滑な運営に資する を取得することができる「医師キャリア形成システム」を構築し、実施し
ことを目的に、重粒子線医学研究センターと重粒子線医学センターの２セ た。
ンターから組織する「群馬大学重粒子線医学推進機構」を21年６月に設置
した。 ２．診療面

(2) 「共同利用・共同研究拠点」の認定（21年度） (1) 「がんプロフェッショナル養成プラン」による人材の養成等（19年度～）
生体調節研究所が、全国共同利用・共同研究拠点として認定された。 「がんプロフェッショナル養成プラン」（19～23年度)の計画に基づき、

医師、技師、看護師及び薬剤師を対象に人材養成を行った。
21年度は、医学物理コースと放射線治療品質管理コースを開始した。

社会連携・地域貢献・国際交流等の推進
(2) 「患者支援センター」の設置及び「外来診療予約システム」の導入(21

１．地域貢献の推進 年度)
第５回こども体験教室「群馬ちびっこ大学」の開催（17年度～） 地域の保健・医療・福祉施設等との連携協力体制を充実させるととも

子どもたちの理科離れ、実体験を通じた学習機会が少なくなってきてい に、患者・家族の抱える諸問題に対し適切な指導等を行い、信頼性の高い
る現状を考慮して、体験的学習を通じて、五感で学問の面白さ、奥深さを 医療を提供するため、病診連携センターと医療福祉相談部の機能を統合し
肌で実感してもらい、将来の日本、世界を担う人材の若い芽を育むことを た「患者支援センター」を21年4月に設置した。また、同センターが窓口
目的として、17年度から毎年、「群馬ちびっこ大学」（学外施設を会場） となり、特定機能病院として地域医療機関との連携を図り、初診患者の外
を開催している。 来待ち時間の短縮などを目的とした、初診患者の「外来診療予約システム」

21年度においても、８月14日（金）～17日（月）の４日間、学外施設を を導入した。
会場に『平成21年度「群馬ちびっこ大学」』を群馬県、群馬県教育委員会、
近隣各市、各市教育委員会、報道機関、金融機関等の計49団体の協力・連 ３．運営面
携のもと開催した（参加者数：延べ6,907人）。 国立大学病院管理会計システム(HOMAS)の活用（18年度～）

引き続き、国立大学病院管理会計システム(HOMAS)の活用により作成し
２．産学連携・知的財産戦略のための体制の準備・推進 た各種分析資料を病院運営会議や臨床主任会議において報告し、経営に対

首都圏北部国立大学法人４大学の新技術説明会による技術移転の促進（20 する職員の意識の向上を図った。
年度～）

首都圏北部国立大学法人（本学、茨城大学、宇都宮大学、埼玉大学）の
４大学で、新技術説明会を開催（21年度４回開催）し、大学の出願発明に 附属学校の機能の充実
ついての企業への周知を行い、技術移転を促進させる活動を行った。

附属学校の役割・機能の見直し
３．国際交流、国際貢献の推進 少子化に伴う附属小学校の学級数減並びに「問題を抱えた子どもたちへの総合

アジア人財資金構想による留学生の日本語教育の充実（19年度～） サポートセンター」の設置等（21年度決定事項、22年度～）
19年度に採択された高等専門留学生育成事業「アジア人財資金構想」に 近年の少子化に伴い、22年度から小学校１学年の学級数を１学級減（４学級

より、留学生を受け入れ、コンソーシアム企業講師による日本ビジネス教 →３学級）とすることとした。また、学部と附属学校園との連携の一層の深化
育や、就職を視野に入れた専門日本語教育を充実させた。21年度は、ビジ を図ることを目的に、「附属学校教育臨床総合センター」と共同により、「問
ネス日本語、日本事情など留学生日本語教育の充実を図り、BJT（ビジネ 題を抱えた子どもたちへの総合サポートセンター」を設置することとした。
ス日本語テスト）の対策を行った。 なお、特別支援教育専任コーディネーターを配置し、本校児童生徒や周辺地

域の学校の児童生徒へ対応することとした。

附属病院機能の充実・強化

１．教育・研究面
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項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

① 運営体制の改善に関する目標

中 1) 効率的・機動的かつ民主的な大学運営を遂行するため、教育研究及び経営両面にわたり学長のリーダーシップを重視し、その補佐体制を整備するとともに、
期 学内運営組織の役割分担を明確にし、機動的な意思決定システムを確立する。
目 2) 学部等 (「学部及びその他の部局」をいう。以下同じ。) の業務運営の効率性及び機動性を担保するシステムを設計する。学部等における組織業務の評価基
標 準・方法を確立するとともに、定期的に厳正な自己評価及び外部評価を実施し、その評価結果を外部に公表する等の説明責任を果たし、学部等の各基本理念・

目標及び任務に的確に応える。また、全学的視点に立った戦略的な学内資源配分に資する的確な情報を提供する。
3) 業務運営における教員及び事務職員との連携を密にし、両者が一体となって効率的かつ機動的に活動できるシステムを設計する。
4) 学内諸施設の有機的な融合・一元化を図り、業務運営の効率性を高める。
5) 国立大学法人間の連携を密にし、他大学との再編統合をも視野に入れて、諸般の社会的要請に応じた相互協力体制を強化する。

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【１６６】 Ⅲ 引き続き、５名の理事が、それぞれ担当する業務を機動的かつ効率的に行っ
1)-① 大学運営の主たる業 た。

務毎に理事(5名以内)を
置く。理事は、教育、 （平成18年度計画実施済事項） 理事の業務の見直し及び整理統合を行い、１名減らした４名の理事により、
研究、評価、総務、財 大学運営の主たる業務（「企画・教学」、「研究・国際交流」、「総務・財務」及
務、人事、施設、経営、 び「病院」）について、機動的かつ効率的に行った。
病院管理・経営、国際
交流、情報化推進（Ｉ
Ｔ）、広報等の諸業務
を体系的に整備・整理
した上で、主たる業務
毎に最適任者をこれに
あてる。

【１６７】 Ⅲ 引き続き、５名の副学長などの学長補佐体制により機動的かつ効率的な大学
② 学長の職務を助ける 運営を行った。

副学長及び必要に応じ
て大学運営全般にわた （平成16年度計画実施済事項） 教育及び研究の特命事項を分任して担当する教員兼務２名の副学長を、教育
り学長に助言する等の ・研究面や大学運営に関する特命事項を一括して担当する専任の副学長１名体
役割を担う学長特別補 制にし、各理事・副学長との協同により、全体として機動的かつ効率的な大学
佐を置き、学長補佐体 運営を行った。
制を強化する。副学長
は、理事のうち教育、
研究などを担当する理
事が兼ねるものとし、
学長特別補佐は、理事
以外の者で大学運営に
高い識見を有するもの
の中から学長が選任す
る。

【１６８】 Ⅲ 引き続き、法人運営の機動性・効率性を高めることを目的に設置した「役員
③ 大学運営の機動性・ 懇談会」（16年度設置）を原則毎週開催し、学長のリーダーシップの下、法人

効率性を高めるため、 運営の諸課題に対して迅速かつ適切な意思決定を行った。また、監事の出席を
学長、理事、学長特別 求め、透明性・公明性を確保した。
補佐及び事務局長から
なる企画戦略会議を設 （平成16年度計画実施済事項） 引き続き、法人の意思決定過程を整理する観点から、「役員懇談会」を「役

群馬大学
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置する。なお、必要に 員連絡会」に改組するとともに、既設の「企画戦略会議」を随時開催すること
応じて学外者の参画を により当面の重要懸案処理の迅速化を図った。また、役員会、役員連絡会には
得る。 監事の出席を求め、透明性・公明性を確保した。

【１６９】 Ⅲ 引き続き、総務部秘書課において大学運営に関わる情報の速やかな伝達とそ
④ 役員会の下に、大学 れに基づく適切な意思決定等の会務活動を補佐した。

運営に関わる情報の速
やかな伝達とそれに基 （平成16年度計画実施済事項） 引き続き、総務部秘書課において大学運営に関わる情報の速やかな伝達とそ
づく適切な意思決定等 れに基づく適切な意思決定等の会務活動を補佐した。
の会務活動を補佐する
秘書室を設置する。

【１７０】 Ⅲ 引き続き、大学運営会議において、学長の迅速な意思決定と円滑な業務の確
⑤ 全学の各種委員会を 保、協議時間の短縮など、効率的で機動的な運営を行った。

適正規模にするととも
に、運営実績の点で非 （平成17年度計画実施済事項） 引き続き、大学運営会議において、学長の迅速な意思決定と円滑な業務の確
効率と思われる組織委 保、協議時間の短縮など、効率的で機動的な運営を行った。
員が相当を欠く程度に
重複している組織等に
ついて、委員の負担の
公平を考慮し、廃止を
含めた整理再編を行い、
効率的で機動的な運営
組織を整備する。

【１７１】 Ⅲ 引き続き、監査室により、監事監査計画に基づく監査（恒常、実地）並びに
⑥ 内部監査機能を充実 追跡調査を実施した。

させるため、監事の下 また、特別監査事項として、個人情報保護管理の状況について、監査を実施
に監査室を設置し、業 した。
務監査を実施する。監
査室は、独立性の高い （平成16年度計画実施済事項） 引き続き、監査室により、監事監査計画に基づく監査（恒常、実地）並びに
第三者的機関に相応し 追跡調査を実施するとともに、通常業務の個別点検を行うため、学長の下に新
い組織構成とする。 たに「内部監査室」を設置し、学内監査体制の整備充実を図った。

【１７２】 Ⅲ １．引き続き、各部局等に置いた副学部長等が、部局長のリーダーシップの下、
2)-① 学部長その他の部局 中心的な役割を担い、部局運営の効率性・機動性を高めた。また、各部局と

長補佐システムを強化 も企画戦略室などの組織により、部局長等のリーダーシップが有効に発揮で
する。学部等の規模に きるようにした。
応じて、副学部長ない ２．附属病院では、民間経営経験者を病院長補佐として、引き続き、採用し、
し学部長補佐等を置き、 民間の経営手法を活かした経営を行った。
学部等運営の効率性・
機動性を高める。また、 （平成17年度計画実施済事項） １．引き続き、各部局等に置いた副学部長等が、部局長のリーダーシップの下、
学部等の運営会議もし 中心的な役割を担い、部局運営の効率性・機動性を高めた。また、各部局と
くは運営委員会の規模 も企画戦略室などの組織により、部局長等のリーダーシップが有効に発揮で
及び任務を再検討する きるようにした。
とともに、必要に応じ ２．附属病院では、民間経営経験者を病院長補佐として、引き続き、採用し、
て、企画戦略室(仮称) 民間の経営手法を活かした経営を行った。
を設置し、学部長等の
リーダーシップが有効
に発揮できるようにす
る。また、必要に応じ
て、当該学部等の運営
に関して高い見識を有
する学外者(非常勤職)
を上記企画戦略室に参
画させ、運営面での活
性化を図る。

【１７３】 Ⅲ １．引き続き、審議事項等の精選、資料の事前配付及び報告事項等のメール配
② 教授会等の審議事項 信などを行い、意思決定過程の合理化及び効率化を推進した。

の整理、審議資料の電 ２．審議資料の電子化や、ペーパープロジェクターの投影を利用することなど
子化等を実施し、意思 により配付資料を削減した。

群馬大学
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決定過程の合理化と効
率化を図る。 （平成20年度計画実施済事項） １．引き続き、審議事項等の精選、資料の事前配付及び報告事項等のメール配

信などを行い、意思決定過程の合理化及び効率化を推進した。
２．審議資料の電子化や、ペーパープロジェクターの投影を利用することなど

により配付資料を削減した。

【１７４】 Ⅲ 19年度に実施した教員評価の結果に基づき、学長裁量経費から、評価結果の
③ 平成１８年度～１９ 特に良好だった教員(全体の５％程度)に対し、資源配分を行った(30人×100千

年度を目途に教育研究 円)。
を評価する全学的組織 また、「若手研究者等の研究活性化の推進経費」などの学長裁量経費の戦略
を設置し、評価基準・ 的な資源配分においても、評価結果を選考時の参考データとして活用した。
評価方法を確立し、評
価結果を公表するとと （平成20年度計画実施済事項） 引き続き、教員評価の結果を参考に、研究予算の戦略的な配分を行うととも
もに、評価結果に基づ に、22年度に実施する教員評価について、19年度に実施した教員評価の検証結
き、全学的視点からの 果に基づき、教員評価実施専門部会において、評価指針や評価項目等の見直し
戦略的な資源配分を行 を行った。
う。

【１７５】 Ⅲ 引き続き、学長裁量経費を措置し、学部等の戦略的な資源配分を支援する経
④ 学部長等に、一定の 費として、部局長裁量経費（40,000千円）を配分した。

裁量経費枠を認め、学 また、受託研究等の間接経費の一部も部局長裁量経費（224,000千円）とし
部等の戦略的な資源配 た。
分が可能となる措置を
講ずる。 （平成16年度計画から実施済事項） 引き続き、当初予算で学部等の戦略的な資源配分を支援する経費として、部

局長裁量経費（50,000千円）を配分した。
また、受託研究等の間接経費の一部も部局長裁量経費（234,000千円）とし

た。

【１７６】 Ⅲ １．引き続き、「事務協議会｣を毎月開催し、事務の迅速な連絡調整を行った。
3)-① 本部事務局並びに各 ２．引き続き、業務運営面の重要事項について、担当理事を室長とし、教員と

部局の事務部の学内連 事務職員が共に参画する組織により業務運営を行った。
絡調整の場を設け、各
学部等所属教員の参画 （平成17年度計画実施済事項） １．引き続き、「事務協議会｣を毎月開催し、事務の迅速な連絡調整を行った。
を制度化し、業務運営 ２．引き続き、業務運営面の重要事項について、担当理事を室長とし、教員と
面における教職員の連 事務職員が共に参画する組織により業務運営を行った。
携と一体性を強める。

【１７７】 Ⅲ 引き続き、外部有識者をTLO長、財務調査役、知的財産関連のマネージャー
② 業務運営の効率性・ ・コーディネータ及び病院長補佐等に採用し、専門的な知識・技能を必要とす

機動性を高めるために、 る部署に配置した。
教務、財務、労務、法
務、知的財産等の専門 （平成18年度計画実施済事項） 引き続き、外部有識者をTLO長、財務調査役、知的財産関連のマネージャー
的な知識・技能を必要 ・コーディネータ及び病院長補佐等に採用し、専門的な知識・技能を必要とす
とする部署を整備・強 る部署に配置した。
化し、必要に応じて当
該業務に関する学内教
員・学外専門家の参画
を得る。

【１７８】 Ⅲ 引き続き、総合情報メディアセンターにおいて、全学の情報化を推進した。
4)-① 平成１９年度を目途

に附属図書館、総合情 （平成18年度計画実施済事項） 引き続き、総合情報メディアセンターを中心として、全学の情報化を推進し
報処理センター、総合 た。
情報システム室などを
統合して、総合メディ
アセンター(仮称)を創
設する。

【１７９】 Ⅲ 本学のグローバル化対応などを目的に、国際戦略を企画立案し、国際交流、
② 各部局における業務 留学生交流を推進するための組織として、留学生センターと国際交流企画室を

の機能的遂行に必要な 統合した「国際教育・研究センター」を設置した。
範囲内で、関連諸機関
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等の一元化を図り、社 （平成18年度計画実施済事項） 業務の集約による事務体制の効率化及び事務サービスの一元化を図ることを
会的要請に応えうるサ 目的に、研究推進部の研究推進課と産学連携推進課の在り方について検討を行
ービスを提供し、利用 い、組織改組案を策定し、22年４月に両課を統合した「研究・産学連携推進課」
面での充実を図る。 を設置することとした。

【１８０】 Ⅲ １．４大学院連携先進創生情報プログラムの連携協定に基づき、「ITスペシャ
5)-① 他大学との再編統合 リストコース」プログラムを実施した。

の可能性を視野に入れ、 ２．文部科学省の産学官連携戦略展開事業(戦略展開プログラム)により、４大
総合大学としての国際 学において、運営協議会（主査 本学理事）を設置し、４つの分科会が新技
的競争力を高める。 術説明会・研究会の開催、知的財産啓発及び地域ブランド創生等の活動を行

った。

【１８０】 Ⅳ 引き続き、文部科学省の産学官連携戦略展開事業により、４大学の運営協議
４大学（茨城大学、宇都宮大学、群 会（主査 本学理事）のもとで、新技術説明会・研究会の開催、シーズ集の発

馬大学、埼玉大学）間でさらに連携協 行、知的財産啓発の活動等を実施した。また、新たに４大学で連携して４県を
力を推進する。 またがる地域の技術相談に協力して対応する体制を構築した。

結果として、本学における特許実施料等収入、共同研究等収入が増加した。
※ 中期（年度）計画【231】の『判断理由(計画の実施状況)』参照。

【１８１】 Ⅲ 引き続き、関東・甲信越支部の正会員並びに理事、経営支援委員会の副委員
② 新国立大学協会、ブ 長として、諸活動に積極的に参加し、連携協力体制を支えた。また、教職大学

ロック単位並びに全国 院協会に加盟し、教職大学院を設置した他大学との連携協力体制を確立した。
レベルの各国立大学間
の連携協力体制を確立 （平成17年度計画実施済事項） 引き続き、関東・甲信越支部の正会員並びに経営支援委員会委員として、諸
する。 活動に積極的に参加し、連携協力体制を支えた。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

② 教育研究組織の見直しに関する目標

学部の特性を尊重しつつ、本学として、知の細分化から総合化への転換を志向し、全学の有機的融合を図り、総合大学としての質的向上を目指すという理念の
下、以下の基本方針を目標に組織の見直しを進める。

中 ① 科学技術の重点分野、特に、科学技術基本計画４大分野（生命科学、情報、ナノサイエンス、環境）の教育研究に組織的・機動的に対応する。
期 ② 世界水準の教育研究が可能となるように組織を整備して拠点形成を目指す。
目 ③ 学生の学力の充実と、その適性に沿った進路選択を可能とする教育システムを創設する。
標 ④ 幅広い教養教育と複合型の基礎教育の推進を図る。

⑤ 学部・大学院が円滑に繋がる教育プログラム、教育組織の設定・編成を行う。
⑥ 研究成果の普及事業や移転事業など、教育研究活動に付随する多彩な活動を広範囲に展開する。

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【１８２】 Ⅲ ４大学院連携先進創生情報プログラムの連携協定に基づき、「ITスペシャリ
1) 総合大学としての機能を ストコース」プログラムを実施した。

高めるため、他大学との再
編・統合を視野に入れ、新 （平成20年度計画実施済事項） ４大学院連携先進創生情報プログラムのうち、人間創生情報学コースの充実
しい知の領域を開拓する文 を図り、社会創設情報学コースを開始した。
理融合型の新学部を全学協
力体制の下で設置すること
を目指す。

【１８３】 Ⅲ 教育学研究科を改組し、専門職学位課程教職リーダー専攻（教職大学院）及
2) 大学院組織の改組・再編 び修士課程教科教育実践専攻を設置した。

を図り、大学院中心大学へ
の移行を図る。 （平成20年度計画実施済事項） １．医学系研究科医科学専攻に、がんプロフェッショナル養成プラン及び大学

院教育改革支援プログラムに基づく、「放射線腫瘍専門医コース」、「がん薬
物療法専門医コース」等を設置した。

２．医学系研究科生命医科学専攻に、医学物理士養成のための「医学物理コー
ス」を設置した。

【１８４】 Ⅲ 生体調節研究所に設置した「代謝シグナル研究展開センター」を中心に、グ
3) 世界的水準の生命科学研 ローバルCOEプログラム「生体調節シグナルの統合的研究」（19年度採択)で提

究を推進できるように医学 唱した観点(生体の三大調節系である神経系、内分泌系、免疫系のそれぞれの
系研究科、生体調節研究所 枠を超えた統合的なシグナル伝達機構）を解析するなど、先端的生命科学研究
などの組織を整備して拠点 を推進し、世界的水準の生命科学研究の拠点形成を目指している。
形成を目指す。

【１８４】 Ⅲ ２大学での研究を積極的に推進した。また、事業担当者は、コロンビア大学、
秋田大学と実施するグローバルCOE トロント大学、ウィーン大学等の研究者と密接な共同研究体制を築いており、

「生体調節シグナルの統合的研究」に これらを通じて、若手研究者の交流を深めた。また、海外からの研究者を招聘
よるシグナル伝達研究及び理化学研究 してグローバルCOEセミナーを開催するなど、国際的な研究活動を活発に行う
所等との分子遺伝学における共同研究 ことにより、世界的水準の生命科学研究拠点形成を目指した。
を推進し、世界的水準の生命科学研究
の拠点形成を目指す。

【１８５】 Ⅲ 医学系研究科生命医科学専攻修士課程が完成年度に達し、修了者に修士（生
4) 生命医科学系研究者及び 命医科学）の学位を授与した。
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医療分野での高度専門職業
人の育成のために、大学院 （平成19年度計画実施済事項） 医学物理士養成のための「医学物理コース」を設置した。
医学系研究科に生命医科学
専攻修士課程の設置を検討
する。学位の種類は、修士
（生命医科学）とする。

【１８６】 Ⅲ 引き続き、「大学教育・学生支援機構」（18年度設置)により、学生に対する
5) 教養教育と学生支援を効 教育や修学支援などの学生支援業務に教職員が一体となって取り組んだ。

果的に企画・実施・運営す
るため、平成１７年度に大 （平成18年度計画実施済事項） 引き続き、「大学教育・学生支援機構」の大学教育センター、学生支援セン
学教育 研究センター、留 ター、学生受入センター及び健康支援総合センターが連携し、教養教育と学生
学生センター、学生支援セ 支援を効果的に企画・実施・運営した。
ンター、アドミッション・
オフィス、保健管理センタ
ーなどを統合的に含む共通
教育･学生支援機構(仮称）
を設置する。

【１８７】 Ⅲ 昭和地区において、旧病棟を改修した共用施設棟に事務部、医学部医学科、
6) 教育研究に直結する施設 保健学科、附属病院の組織を集約化し、教育研究サービス機能を向上させた。

等の統合・再編により、そ
の財政基盤を強化し、教育 （平成18年度計画実施済事項） 重粒子線医学に係る研究、教育、治療等の進展及び円滑な運営に資すること
研究サービス機能を向上さ を目的に、重粒子線医学研究センターと重粒子線医学センターの２センターか
せる。 ら組織する「群馬大学重粒子線医学推進機構」を21年６月に設置した。

【１８８】 Ⅲ 理化学研究所との連携により設置した「ケイ素科学国際教育研究センター」
7) 高等教育研究機関との連 において、21年度から大学院連携講座を開設し、学生を受入れることとした。

携を密にし、教育研究組織
の見直しを図る。 （平成19年度計画実施済事項） １．理化学研究所との連携により設置した「ケイ素科学国際教育研究センター」

において、大学院連携講座を開設し、学生を受入れた。
２．日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所と連携講座を開設し、重粒子

線医学に関連した共同研究を推進した。
３．放射線医学総合研究所との共同開発による「重粒子線治療施設」での臨床

治療研究を開始した。

【１８９】 Ⅲ 引き続き、「研究・産学連携戦略推進機構」により、地域貢献、産学連携活
8) 産学官連携や地域貢献に 動や研究・知的財産戦略を推進した。

関する業務については、そ
の特性に応じた弾力的な運 （平成18年度計画実施済事項） 引き続き、「研究・産学連携戦略推進機構」により、地域貢献、産学連携活
営を可能とする仕組みを構 動や研究・知的財産戦略を推進した。
築する。 また、科学技術振興機構の地域産学官共同拠点整備事業に、群馬県、群馬県

商工会議所連合会、本学で応募し、昭和地区における「群馬重粒子線産学官共
同研究センター」が採択された。

【１９０】 Ⅲ 中期（年度）計画【180】の『判断理由(計画の実施状況)』参照
9) 複数大学が共同して効果

的・効率的運営が期待され （平成18年度計画実施済事項） 中期（年度）計画【180】の『判断理由(計画の実施状況)』参照
るものにつき、連携協力し
てその方向で教育研究組織
の見直しを図る。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

③ 人事の適正化に関する目標

中 1) 教職員の多様な活動をより効率よく適正に行う人事システムを確立し、成果・業績に対する公正かつ客観的な評価システムを導入し、それに基づく給与・昇
期 給等へのインセンティブを付与する。
目 2) 教職員の多様な職務内容を、適切かつ効率よく行うための体制を構築する。
標 3) 多様な教職員からなる多様な価値観を共有できる将来に拓かれた職場の形成を目指す。

4) 適正かつ効率的な人事管理体制を確立する。

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【１９１】 Ⅲ １．職員（事務系、技術系、医療系及び看護系職員）並びに附属学校教員を対
1)-① 平成１９年度～２０ 象に評価を実施した。

年度を目途に教職員の ２．教員については、19年度に実施済（３年毎）。
人事評価を適正に行う
ため、全学的な人事評 （平成20年度計画実施済事項） １．職員（事務系、技術系、医療系及び看護系職員）並びに附属学校教員を対
価制度を導入する。 象に評価を実施した。

２．教員については、22年度実施に向けて、教員評価実施専門部会において、
評価指針や評価項目等の見直しを行った。

【１９２】 Ⅲ １．勤勉手当の成績優秀者の選考等に、教員評価結果を参考データとして活用
② 上記人事評価制度を した。

活用するために、能力、 ２．教職員評価・人事制度検討部会において、職員（事務系、技術系、医療系
職責並びに業績をバラ 及び看護系職員）評価の結果を給与制度に反映させるべく、各職域において
ンスよく反映したイン 「人事評価結果の活用について」を作成し、21年度に活用することとした。
センティブ・システム
を給与・昇給制度等に 【１９２】 Ⅲ 教員については、「教員評価結果の反映事項について」、職員(事務系、技術
導入する。 1)-① 人事評価結果を、給与制度等 系、医療系及び看護系)については、各職域毎の「人事評価結果の活用につい

に活用する。 て」に基づき、評価結果を給与制度等に反映させた。

【１９３】 Ⅲ 引き続き、評価結果を本人に通知し、面談を行うなど、人事評価の透明性・
③ 人事評価の透明性・ 納得性の向上を図った。

納得性の向上のために、
公開制度や自己申告制 （平成19年度計画実施済事項） 引き続き、評価結果を本人に通知し、面談を行うなど、人事評価の透明性・
度を導入する。 納得性の向上を図った。

【１９４】 Ⅲ 引き続き、教員人事、附属学校教員人事、職員人事の３つの委員会から構成
④ 人事評価に対する苦 する「教職員評価不服審査委員会」が、人事評価に関する異議申立ての対応を

情・異議申し立てに対 行った。
しては、人事評価委員
会が対応し、処理する。 【１９４】 Ⅲ 引き続き、教員人事、附属学校教員人事、職員人事の３つの委員会から構成

② 人事評価に対する異議申し立 する「教職員評価不服審査委員会」が、人事評価に関する異議申立ての対応を
てに対しては、教職員評価不服 行った。
審査委員会が対応し、処理する。

【１９５】 Ⅲ 引き続き、評価者に対する研修を実施し、人事評価の統一的な運用を行った。
⑤ 人事評価の統一的運

用を図るために、評価
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者(人事評価に従事する 【１９５】 Ⅲ 引き続き、評価者に対する研修を実施し、人事評価の統一的な運用を行った。
者)に対する研修を定期 ③ 人事評価の統一的運用を図る
的に実施する。 ために、評価者に対する研修を

定期的に実施する。

【１９６】 Ⅲ 引き続き、国際交流に対応した「英会話研修」、情報化に対応した「事務情
2)-① 職員の職務内容の適 報化研修」、法人会計業務に対応した「財務関係実務研修」及び人事労務系の

切な分担を可能とする 人材育成を目的とした「人事労務実務研修」を実施した。
弾力的な人事制度を構
築するために、職員研 【１９６】 Ⅲ 引き続き、国際交流に対応した「英会話研修」(10名)、情報化に対応した「事
修を定期的に行うとと 2)-① 職員の職務内容の適切な分担 務情報化研修」(76名)及び人事労務系の人材育成を目的とした「人事労務実務
もに、職場の流動化を を可能とする弾力的な人事制度 研修」(31名)を実施した。
図る。また、一部の職 を構築するために、職員研修を
員には多様な活動を可 行う。
能とするために企画業
務型裁量労働制の導入
を検討する。

【１９７】 Ⅲ 引き続き、教職員評価・人事制度検討部会の決定事項に基づき、フレックス
② 教職員の多様な活動 タイムや変形労働時間制等により対応した。

を可能とするために、
一定の要件の下で、専 （平成19年度計画実施済事項） 引き続き、教職員評価・人事制度検討部会の決定事項に基づき、フレックス
門業務型裁量労働制の タイムや変形労働時間制等により対応した。
導入を検討する。

【１９８】 Ⅲ 引き続き、改正後の兼業規則により、教職員による産学官連携や地域社会へ
③ 教職員の産学官連携 の貢献活動を積極的に推進した。

や地域社会への貢献を
積極的に促すために、 （平成18年度計画実施済事項） 引き続き、改正後の兼業規則により、教職員による産学官連携や地域社会へ
兼職・兼業規制の見直 の貢献活動を積極的に推進した。
しを行い、自己申告・
許可制の導入を検討す
る。

【１９９】 Ⅲ 引き続き、一部職員において、ワークシェアリングや時間差出勤などの多様
④ 一部職員においては、 な勤務形態を適用した。

ワークシェアリングや
時間差出勤等、多様な （平成18年度計画実施済事項） 引き続き、一部職員において、ワークシェアリングや時間差出勤などの多様
勤務形態を導入する。 な勤務形態を適用した。

【２００】 Ⅲ 19年４月１日以降に採用する助教については、全て任期制を適用し、採用し
⑤ 新たに採用する教員 た。

には、全部局で任期制
を導入することを検討 （平成19年度計画実施済事項） 引き続き、助教については、全て任期制を適用し、採用（57名)した。
する。導入に際しては、
適用範囲、任期、再任
基準その他の重要事項
について、各部局の特
性に相応しい在り方を
検討する。

【２０１】 Ⅲ 引き続き、教員の採用は、全学公募制を採用し、選考基準をホームページ上
⑥ 教員選考の客観性・ に公表した。

透明性を高めるために、
原則として公募制を採 （平成19年度計画実施済事項） 引き続き、教員の採用は、全学公募制を採用し、選考基準をホームページ上
用し、選考基準を公表 に公表した。
する。
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【２０２】 Ⅲ 引き続き、転職（退職）、転入（採用） 計49名の人事交流を行った。
⑦ 他の国立大学法人と

連携し、積極的に一定 【２０２】 Ⅲ 引き続き、転職（退職）、転入（採用） 計36名の人事交流を行った。
期間の教職員の相互人 ② 他の国立大学法人等と連携し、
事交流の円滑化を図る。 積極的に一定期間の教職員の相

互人事交流の円滑化を図る。

【２０３】 Ⅲ 引き続き、競争的資金の間接経費等の資金を活用した任期付教職員209名を
⑧ 競争的資金の間接経 採用した。

費等の多様な資金を活
用した任期付き教職員 （平成19年度計画実施済事項） 引き続き、競争的資金の間接経費等の資金を活用した任期付教職員193名を
の採用制度を導入する。 採用した。

【２０４】 Ⅲ 民間企業に在職したまま本学の教職員として登用を可能とした就業規則の改
⑨ 産学官連携推進を視 正及び民間人研究者を客員教授、客員准教授として受け入れるための県内に事

野におき、民間人研究 業所又は研究所を所有する民間企業との包括契約の締結を行った。
者の受け入れを容易に
する制度を確立する。 （平成19年度計画実施済事項） 引き続き、民間企業に在職したまま本学の教職員として登用を可能とした就

業規則の適用により、県内に事業所又は研究所を所有する民間企業の研究者を
客員教授、客員准教授として受け入れるための体制を維持した。

【２０５】 Ⅲ 引き続き、18年度に整備した制度を推進した。
3)-① 外国人教員の積極的

な採用を図るためのシ （平成18年度計画実施済事項） 引き続き、18年度に整備した制度を推進した。
ステムの整備を行い、
待遇改善を実施すると
ともに、宿泊設備等の
整備の推進に努める。

【２０６】 Ⅲ 引き続き、国際交流協定を締結している外国の大学に教職員60名派遣、また、
② 国際交流協定を締結 研究者50名の受入れを行い、教育研究の交流を図った。

している外国の大学等
との教職員間人事交流 （平成19年度計画実施済事項） 引き続き、国際交流協定を締結している外国の大学に教職員57名派遣、また、
を積極的に推進する。 研究者54名の受入れを行い、教育研究の交流を図った。

【２０７】 Ⅲ 育児休業制度を見直し「育児短時間勤務制度」を導入するとともに、「群馬
③ 男女雇用機会均等法 大学医学部附属病院女性医師支援プログラム」の実施による女性医師の支援を

の趣旨にのっとり、性 行った。
別にとらわれない採用
基準及び勤務条件の改 （平成18年度計画実施済事項） 引き続き、上記の取組を実施するとともに、新たに、医学部附属病院医療人
善を推進するために、 能力開発センター内に、「群馬大学医学部附属病院女性医師支援プログラム」
その阻害要因となって の利用拡大や診療科、関連病院との連携による出産や育児後のサポート体制の
いる本学における施設 構築など、女性医師の支援を目的とした「女性医師等教育・支援部門」を設置
及び制度の改善を図る。 した。

【２０８】 Ⅲ 労働関連法等の改正に対応するため、資格(社会保険労務士)を有する者を採
4)-① 一般事務職員の新規 用するとともに、附属病院における患者サービス及び病棟医療スタッフへのサ

採用については、原則と ポート体制を充実させるため、専門的知識を有する職員を病院クラークとして、
して能力の実証に基づく 選考により採用した。
資格試験によることとす
るが、必要に応じて、国 【２０８】 Ⅲ 引き続き、労働関連法等の改正に対応した資格(社会保険労務士)を有する者
際化・情報化・地域連携 3)-① 一般事務職員の新規採用につ を採用するとともに、医療の安全管理、質の向上及び病院の経営管理に寄与す
等の社会的ニーズに的確 いては、原則として能力の実証 る専門職業人としての診療情報管理士を採用した。
に対応できる専門的知識 に基づく資格試験によることと
・技能を有する人材を選 するが、必要に応じて、社会的
考の上採用する。 ニーズに的確に対応できる専門
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的知識・技能を有する人材を選
考の上採用する。

【２０９】 Ⅲ １．中期（年度）計画【196】の『判断理由(計画の実施状況等）』参照
② 事務職員採用後の研 ２．引き続き、本学の現状、課題等の認識を深め、今後の業務に役立たせるこ

修については、課題解 とを目的に、新規採用事務職員に対し、学長、理事、部局長等が講師を担当
決能力、業務処理能力 する教養教育科目「群馬大学・学－教育と研究と地域社会と－」を聴講させ
等を修得させるための るとともに、レポート作成を課し、職員自身の業務遂行上の目標を明確化さ
実践的な研修制度を確 せた。
立し、職員の能力開発
を支援し、有為な人材 【２０９】 Ⅲ １．中期（年度）計画【196】の『判断理由(計画の実施状況等）』参照
を養成する。 ② 事務職員の課題解決能力、業 ２．引き続き、本学の現状、課題等の認識を深め、今後の業務に役立たせるこ

務処理能力等を修得させるため、 とを目的に、新規採用事務職員に対し、学長、理事、部局長等が講師を担当
実践的な研修を行う。 する教養教育科目を聴講させるとともに、レポート作成を課し、職員自身の

業務遂行上の目標を明確化させた。

【２１０】 Ⅲ 中期（年度）計画【202】の『判断理由(計画の実施状況等）』参照
③ 国の機関、他の国立

大学法人等との事務職 【２１０】 Ⅲ 中期（年度）計画【202】の『判断理由(計画の実施状況等）』参照
員間の人事交流を積極 ③ 国の機関、他の国立大学法人
的に行い、組織の活性 等との事務職員間の人事交流を
化を推進する。 積極的に行い、組織の活性化を

推進する。

【２１１】 Ⅲ 引き続き、17年度に役員会決定した「運営費交付金の削減(効率化△１％)へ
④ 運営費交付金、事業 の対処方策について」の諸方策に定める人員削減計画の実施と教職員の欠員補

収入等に基づく、適正 充への慎重な対応により、総人件費改革（18～22年度の間に５％の人件費削減）
かつ効率的な人員管理、 に基づき中期計画に掲げた人件費１％減を達成した。
人件費の運用を図る。
教職員の定年、定期昇 【２１１】 Ⅲ 引き続き、17年度に役員会決定した「運営費交付金の削減(効率化△１％)へ
給その他勤務条件につ ④ 運営費交付金、事業収入等に の対処方策について」の諸方策に定める人員削減計画の実施と教職員の欠員補
いては、就業規則にお 基づく、適正かつ効率的な人員 充への慎重な対応により、総人件費改革（18～22年度の間に５％の人件費削減）
いて合理的に定めるも 管理、人件費の運用を行う。 に基づき中期計画に掲げた人件費１％減を達成した。
のとする。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

④ 事務等の効率化・合理化に関する目標

（１）事務組織の機能・編成の見直しに関する目標
1) 事務組織・職員配置の再編、合理化を進め、事務処理の効率化・合理化の推進を図る。また、群馬大学としての安全体制・責任体制を明確にした管理・

中 運用のシステムを構築する。
期 2) 各種事務の集中化・電算化を推進し、事務処理の簡素化及び迅速化を図る。
目 3) アドミッション・オフィス入試対応の広報活動の強化、学生・留学生支援体制の充実、就職支援体制の強化を図る。
標 4) 事務職員の専門性の向上を図る。

（２）複数大学による共同業務処理に関する目標
大学間共同業務処理の推進を図る。

（３）業務のアウトソーシング(外部委託)等に関する目標
事務組織の機能・編成の見直しによる業務の省略化とアウトソーシングの積極的活用を図る。

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

（１）事務組織の機能・編成の
見直しに関する具体的方策

【２１２】 Ⅲ 事務改善・合理化協議会の下、グループ制導入後１年間の運用状況を調査・
1)-① 大学の将来計画を念 検証し、業務マニュアルの整備、秘書グループと監査室の再編成及び総務グル

頭におき、平成１６年 ープの集約的再配置等の事項について、実施可能なものから着手することとし
度に事務組織の機能・ た。また、17年度に策定した事務改善・合理化に関する実施計画を継続して実
編成の見直し、重複す 行した。
る業務の簡略化等、組
織を取りまく変化に弾 （１）事務組織の機能・編成の見直しに
力的に対応できる体制 関する具体的方策
を整備する。 【２１２】 Ⅲ 引き続き、グループ制による業務の効率化を推進した。また、諸規則、労働

1)-① 事務改善・合理化協議会を中 時間管理、会計処理、卒業要件の確認体制、入学試験の実施体制及び研究支援
心に事務組織の機能及び事務改 等の業務の内部監査を行い、総務、秘書、研究支援を担当する事務組織の再編
善合理化方策等について必要な 及び会計諸規程の改正について検討し、22年４月から実施することとした。
見直しを行う。

【２１３】 Ⅲ 学長裁量枠から、教員免許更新講習対応のために２名の職員を配置した。ま
② 人的財源を確保し、 た、「重粒子線治療の効果的利用を目指した集学的治療法の開発に関する基礎

新規プロジェクト等に 的・臨床的研究の推進」、「診療体制の整備・充実及び臨床研究並びに先進医
重点的に配備するなど、 療の推進」及び「危機管理体制の整備」のために、所要の人員整備方策を検討
新たなニーズに対応す した。
るための人的財源を捻
出する体制を整備する。【２１３】 Ⅲ 「重粒子線治療の効果的利用を目指した集学的治療法の開発に関する基礎的

② 学長裁量枠により人的資源を ・臨床的研究の推進」のために４名の助教、「診療体制の整備・充実及び臨床
確保し、新規プロジェクト等に 研究並びに先進医療の推進」のために５名の教員及び「危機管理体制の整備」
必要に応じて重点的に配備する。 のために１名の専門職員の計10名の教職員を配置した。

また、本学の運営上特に重要な業務や特定プロジェクトの遂行のため、特任
教授２名を採用した。

【２１４】 Ⅲ 引き続き、17年度に再編した事務組織の円滑な運営を図った。
③ 法人化後の諸課題を

解決するため、機動的 （平成17年度計画実施済事項） 引き続き、17年度に再編した事務組織の円滑な運営を図るとともに、総務部
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な大学運営を支援する 及び研究推進部の課の再編案を策定し、22年４月から実施することとした。
システムの構築を図る。

【２１５】 Ⅲ 引き続き、業務・システム最適化計画に則り、「総合情報処理センター電子
2) 大学全体の基幹ネット 計算機システム」を「情報基盤システム」及び「図書情報システム」として分

ワーク環境の整備、事務の 離調達し、４年間賃貸予算額の２％の節約が図れた。
情報化、学生の情報機器利
用環境の整備、キャンパス （平成19年度計画実施済事項） ユビキタスなICT環境の実現が期待できるVPN接続と最新規格の無線LANシス
間ネットワークを活用した テムの拡充整備を推進した。
事務文書の管理（平成１６ また、荒牧地区に「光直収ネットワークシステム（FTTD)」を敷設し、高速
年度）、情報発信及び情報 で耐故障性の高いキャンパスネットワークを構築した。
交換、ナレッジ・マネージ
メント(知識の共有による
効率的な管理運営)の活用
・整備等を積極的に進め、
事務情報処理の簡素化・効
率化・迅速化を図る体制を
構築する。

【２１６】 Ⅲ 引き続き、学外研修へ積極的に参加させ、運営組織の効率化・合理化に向け
3) 事務職員の専門性の向上 た意識改革を図った。

及び企画立案機能を強化す
るための制度(学内・学外 【２１６】 Ⅲ 引き続き、人事院、国立大学協会、国立大学法人等情報化推進協議会、国立
・民間研修等)を導入し、 2) 事務職員の専門性の向上及び企画 大学財務・経営センターなどの学外研修へ積極的に参加させ、運営組織の効率
組織運営の効率化・合理化 立案機能を強化するための制度(学 化・合理化に向けた意識改革をOJTの一環として推進した。
に向けた意識改革を図る。 内・学外・民間研修等)により、組 学内研修については、中期（年度）計画【196】の『判断理由(計画の実施状

織運営の効率化・合理化に向けた意 況等）』参照
識改革を図る。

（２）複数大学による共同業務
処理に関する具体的方策

【２１７】 Ⅲ 引き続き、複数大学の共同業務による国立大学法人等職員採用試験に参画し、
複数大学によるテレビ会議 この制度を活用した事務系職員採用に係る業務の効率化を図った。

システム等の設置を検討し、
共同業務処理の導入を図る。 （２）複数大学による共同業務処理に関

する具体的方策
（平成19年度計画実施済事項） 引き続き、複数大学の共同業務による国立大学法人等職員採用試験に参画し、

この制度を活用した事務系職員採用に係る業務の効率化を図った。

（３）業務のアウトソーシング
等に関する具体的方策

【２１８】 Ⅲ １．引き続き、職員の負担を軽減し、業務の効率化を図るため、事務改善・合
定型的な業務及び特に教務 理化協議会において、各部局の業務を点検・検証した結果、データ入力業務

事務システム等の構築・一元 や病院関連業務などの定期的な業務について、アウトソーシングを実施した。
化を図り、教育研究・事務の ２．19年度に構築した教務事務システム「学籍管理システム」により、学籍の
横断的な管理・運用体制を構 管理・運用の効率化を図った。
築するとともに、アウトソー
シングの推進を図る。 （３）業務のアウトソーシング等に関す

る具体的方策
【２１８－１】 Ⅲ 引き続き、職員の負担を軽減し、業務の効率化を図るため、事務改善・合理

① 定型的な業務についてはアウ 化協議会において、各部局の業務を点検・検証した結果に基づき、次の定型的
トソーシングの推進を図る。 な業務等について、アウトソーシングを実施した。

１．学籍データ、教養教育の成績データ及び入学試験の出題・成績データなど
の学務関連の入力業務

２．年末調整（約2,800名分）及び住民税（約1,000名分）などの給与関連の入
力業務

３．授業評価（約40,000件）などの評価関連の入力・集計業務



- 20 -

群馬大学
４．材料部の滅菌業務などの病院関連業務

【２１８－２】 Ⅲ 教務事務システム「履修成績管理システム」に教員データの統一管理ルール
② 教務事務システムのデータの 導入の改善を行い、履修成績の管理・運用の効率化を図った。

共有化を推進し、さらに管理・
運用の効率化を図る。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕
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（１） 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等

法人化後６年度目となる21年度においては、16～20年度に整備した体制等が機 整理して役員会審議の実質化を図るため、既設の「企画戦略会議」を毎週随
動的かつ戦略的に機能しているかの観点に基づき、点検・評価を行うとともに、 時に開催することにより当面の重要懸案処理の迅速化を図った。また、役員
学長のリーダシップの下、次に掲げる業務運営の改善及び効率化を図った。 会、役員連絡会には監事の出席を求め、透明性・公明性を確保した。

戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用が図られているか。 ２．理事業務分担の見直し
理事の業務の見直し及び整理統合を行い、４名の理事体制とし、大学運営

【平成16～20事業年度】 の主たる業務（「企画・教学」、「研究・国際交流」、「総務・財務」及び「病
１．企画立案体制の整備 院」）について、それぞれ担当毎に機動的かつ効率的な一元的処理体制を構
(1) 役員懇談会の設置 築した。

法人運営の機動性・効率性を高めることを目的に設置した「役員懇談会」
（16年度設置）を原則毎週開催し、学長のリーダーシップの下、法人運営上 法人としての総合的な観点から戦略的・効果的な資源配分が行われているか。
の諸課題に対して迅速かつ適切な意思決定を行った。また、監事の出席を求
め、透明性・公正性を保った。 【平成16～20事業年度】

(2) 大学運営会議の設置並びに全学委員会の再編 １．学長裁量経費
17年度に13の主要全学委員会を整理統合して、学長、理事、部局長を構成 中期計画及び年度計画の確実な実施及び全学的な視点からの戦略的施策や

員とする「大学運営会議」を設置し、各部局の活動との総合調整や業務運営 教育研究プロジェクト等を推進する経費として、学長裁量経費を措置し、学
の効率化を図った。役員懇談会と同様に、監事の出席を求め、透明性・公正 長のリーダーシップの下、総合的な観点から戦略的・効果的な資源配分を行っ
性を保った。また、全学委員会を各理事の下に再編（70から58に減）し、教 た。
員の負担軽減を図った。

(3) 「室方式」への切替 ２．部局長裁量経費
16～19年度にかけて、法人運営の重要事項（大学評価、危機管理、広報戦 学長裁量経費から、学部等の戦略的な資源配分を支援する経費として、部

略、研究戦略、知的財産戦略、地域連携推進、施設・環境推進、国際交流企 局長裁量経費を配分した。また、受託研究等の間接経費の一部も本経費の財
画、情報化推進）について、合議制の委員会から担当理事を室長とする「室 源とした。
方式」へ順次移行させ、理事のリーダーシップが発揮しやすく、かつ、教員
と事務系職員が一体となって取り組む体制を整備した。 ３．学長裁量人員枠

第10次定員削減計画を法人化後も計画どおり行ったものとして設けた「学
２．学長補佐体制の強化 長裁量枠」を確保し、「重粒子線照射施設設置」、「教養教育重点化」、「財務
(1) 理事業務分担の見直し 経営状況の点検・分析」、「情報基盤整備」、「国際交流事業」、「教員免許状更

16年度に法人運営の主たる業務毎に最適任者の理事を配置し、大学を巡る 新講習対応」等のプロジェクトに対し、計23名（17年度３名、18年度12名、
環境の変化に対応して、18年度に役割分担等の見直しを行った。 19年度６名、20年度２名）を重点的に配置した。

(2) 副学長及び学長特別補佐体制
① 学長補佐体制の強化を図るため、「企画・総務」、「研究・国際交流」、「総 【平成21事業年度】

務・財務」、「財務企画」、「全学共通科目に関する事項」を担当する副学 １．学長裁量経費
長５名を配置した。 学長裁量経費を340百万円措置し、次のとおり配分した。

② 「研究・産学連携戦略推進機構」（19年度設置）の機構長、副機構長並 (1) 教育研究改革・改善プロジェクト経費[99百万円］
びに「情報化推進室」（19年度設置）のCIO、CIO補佐に最適任者の理事を ① 学部の枠を越えた全学的視点に立った教育研究プロジェクト経費
それぞれ配置するなど、学長補佐体制のさらなる強化を図った。 ② 教育研究国際化の推進経費

③ 「特色ある大学教育改革の支援」、「21世紀COEプログラム」、概算要求
【平成21事業年度】 事項「特別教育研究経費」等への申請・支援経費
１．企画立案部門の活動状況等 ④ 若手研究者及び指導的研究者の研究活性化の推進経費

引き続き、法人の意思決定過程を整理する観点から、「役員会」との重複審 (2) 教育研究環境重点整備費 ［209百万円]
議を整理するため、「役員懇談会」を大学の管理運営全般に係る情報収集・整 教育研究及び学生支援に必要な共同利用設備、施設の整備等、教育研究
理を主任務とした「役員連絡会」に改組するとともに、重要懸案事項を事前に 環境の改善に要する経費

群馬大学
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(3) 大学改革等推進経費 ［4百万円] 等の業務の内部監査を実施し、総務、秘書、研究支援を担当する各事務部門
大学改革等を推進する上で必要な評価システムの構築等経費 の再編及び会計諸規程の改正について検討し、22年４月から実施することと

(4) 社会貢献重点経費 ［28百万円] した。
学外の機関及び自治体等と連携した共同事業等の社会貢献に要する経費

収容定員を適切に充足した教育活動が行われているか。
２．部局長裁量経費

引き続き、当初予算で学部等の戦略的な資源配分を支援する経費として、部 【平成16～20事業年度】
局長裁量経費（50百万円、対前年度10百万円増）を配分した。また、受託研究 収容定員の平均充足状況
等の間接経費の一部（234百万円、対前年度10百万円増）も、本経費の財源と 課程毎の収容定員の充足状況は、下表のとおりであり、収容定員を適切に
した。 充足した教育活動を行った。

３．学長裁量人員枠 課 程 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 平 均
引き続き「学長裁量枠」を確保し、次のとおり配置した。 学 士 課 程 112.7％ 113.3％ 112.6％ 111.8％ 111.5％ 112.4％

(1) 「重粒子線治療の効果的利用を目指した集学的治療法の開発に関する基礎 修 士 課 程 123.6％ 127.5％ 129.9％ 115.0％ 109.3％ 121.1％
的・臨床的研究の推進」 助教４名 博 士 課 程 117.7％ 107.2％ 110.8％ 116.8％ 119.8％ 114.4％

(2) 「診療体制の整備・充実及び臨床研究並びに先進医療の推進」 教員５名 専門職学位課程 106.3％ 106.3％
(3) 「運営上特に重要な業務や特定プロジェクトの遂行」 特任教授２名
(4) 「危機管理体制の整備」 専門職員１名 【平成21事業年度】

収容定員の充足状況
業務運営の効率化を図っているか。 課程毎の収容定員の平均充足状況は、学士課程110.5％、修士課程117.9％、

博士課程107.7％、専門職学位課程87.5％である。
【平成16～20事業年度】 専門職学位課程（教育学研究科教職リーダー専攻）の定員充足率が90％未

事務組織の再編・合理化等 満である主な理由は、20年度入学生17名の内から４名の退学者（内３名は、
１．研究推進部の設置 群馬県公立学校教員選考試験合格に伴う退学。）が出たためである。

外部資金の獲得や産学連携事業の推進、情報基盤の整備やIT教育の充実、 なお、21年度からは本学の要請により、本専攻合格者及び在学者で、群馬
国際交流の発展等を戦略的に支援し、事務組織の一層の活性化を図るため、 県公立学校教員選考試験に合格した者に対しては、大学院修了時まで採用期
組織の再編により「研究推進部」を17年度に設置した。 日を延長可能とする措置が認められたため、定員充足の適正化が図られるこ

ととなった。
２．グループ制の導入及び運用状況の調査・検証 21年５月１日現在の在籍状況は、1年次15名、2年次13名の計28名である。

事務改善・合理化協議会を中心に既存組織の機能の点検、事務処理の改善
の着実な実施に取り組むとともに、人件費抑制や組織を取り巻く環境の変化 外部有識者の積極的活用を行っているか。
に弾力的に対応するため、19年度に事務局及び学部の事務組織にグループ制
を導入した。20年度には、グループ制導入後１年間の運用状況を調査・検証 【平成16～20事業年度】
し、業務マニュアルの整備、秘書グループと監査室の再編成及び総務グルー １．学外専門家の登用
プの集約的再配置等の事項について、実施可能なものから着手することとし 次のとおり学外専門家を採用した。
た。また、17年度に策定した「事務改善・合理化に関する実施計画」につい (1) 民間手法を取り入れた財務経営状況の点検、分析、企画などの業務を担
ても継続し、次の取組を行った。 当する「財務調査役（常勤）」を民間金融機関から採用した。

(1) 責任の明確化等を図るための会計関係規則の改正 (2) 知的財産の組織的かつ戦略的な創出、取得、管理及び活用のため、民間
(2) 定期刊行物の購入数の削減 企業で研究室長や知的財産部長などの経験のある人材をマネージャーや
(3) 整備業務等の複数年契約の実施 コーディネータとして、特許事務所の弁理士を客員教授として採用した。

(3) 本学の重点プロジェクトである重粒子線治療の普及に係る事業推進のた
【平成21事業年度】 め、證券会社で豊富な経験を持つ者を理事（学長特命事項）として登用し

事務組織の再編・合理化等 た。
引き続き、グループ制による業務の効率化を推進した。また、諸規則、労働 (4) 民間企業に在職したまま本学の教職員として登用できるよう、就業規則

時間管理、会計処理、卒業要件の確認体制、入学試験の実施体制及び研究支援 を改正し、民間企業で技術本部長の者を群馬大学TLO長として採用した。

群馬大学
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その他、顧問、病院長補佐などの学外専門家の参画を得て、業務運営の効率 年度は、大学・学部の将来構想、20年度は、地域貢献活動への取組の観点か
性・機動性を高めた。 ら、重点的に監査を実施した。なお、会計監査人の会計監査及び「群馬大学

内部会計監査規程」及び「群馬大学内部会計監査計画」に基づく会計監査の
２．経営協議会の審議状況と運営への活用 結果は、監事に逐次報告するシステムとなっており、各監査の連携・調整が

16年度７回、17年度４回、18年度５回、19年度５回、20年度５回の会議を開 図られた。
催し、審議過程における外部委員などの意見を積極的に大学運営に反映させた。
会議の運営については、役員会等関連会議との日程調整や審議事項の整理など ３．監事の提言に基づく主な改善事項
を早期に行い、法人の意思決定に先だって経営協議会で十分に審議できるよう (1) 学生に対するカウンセリング体制の充実
配慮した。さらに、議題の他、会議資料を事前配付して、委員が提言しやすく (2) 教育学部附属学校の教員給与の改善
するなどの措置により、審議の実質化を図った。また、法人経営の重要事項で (3) 社会情報学部における推薦入学志願者減少対策
ある概算要求については、経営協議会委員による学内ヒアリングを実施して外 (4) 全教職員が情報を共有できるシステムの構築
部委員からの意見を取り入れた。 (5) 老朽化した校舎の改修整備

(6) 地域連携による医師養成
【平成21事業年度】
１．学外専門家の登用 【平成21事業年度】

引き続き、外部有識者をTLO長、財務調査役、知的財産関連のマネージャー・ １．学内監査体制の整備充実
コーディネータ及び病院長補佐等に採用し、専門的な知識・技能を必要とする 従来の監事監査（監事及び直属の監査室）に加えて、通常業務の全体にわ
部署に配置した。 たりきめ細やかな個別点検・改善を行うため、新たに「内部監査室」を設置

し、相互に情報の共有を図りつつ緊密な連携がとれるよう監査体制を整備し
２．経営協議会の審議状況と運営への活用 た。

９回の会議（書面審議を含む。）を開催し、引き続き外部委員からの意見を
大学運営に反映させた。 ２．監事監査の実施状況
（反映事項） 大学・学部の個性化特色化を重点事項とした監事監査が実施され、国際教

「大学経営」、「重粒子線治療」、「男女共同参画」について 育・研究センター等における基本計画の策定や個人情報の管理について提言
※ 詳細については、「各法人共通の資料・データ」の添付資料２－３参照 が行われた。提言に基づく具体的な改善事項の詳細については、「各法人共

通の資料・データ」の添付資料３－２を参照。
監査機能の充実が図られているか。

男女共同参画の推進に向けた取組が行われているか。
【平成16～20事業年度】
１．監査室の機能強化 【平成16～20事業年度】

監事の下に事務局から独立した第三者機関として設置した監査室（専任の監 １．男女共同参画推進に向けた取組状況
査室長、専門職員で構成）において、監事監査を円滑に遂行させるため、監事 教職員が仕事と子育てを両立することができるための支援を行い、働きや
に同行して状況調査を行うとともに、監事の指摘事項に係る法人の改善状況の すい環境を作ることによって、全ての教職員がその能力を存分に発揮できる
把握に努めた。 ようにするため、次の取組を行った。

(1) 次世代育成支援対策推進法に基づく国立大学法人群馬大学行動計画の実
２．監事監査及び内部監査の実施状況 施

監事監査は、各部局における事業計画について、「中期目標・中期計画(P)」、 (2) 「ハラスメントの防止等に関するガイドライン」の周知
「当該年度計画(P1)」、「当該年度成果(D1）」、「翌年度計画(P2)」として位置 (3) 学外相談員による「ハラスメント・ホットライン」の周知
付け、「それぞれ段階でのチェック：内部監査(C)」と「必要に応じた見直し(A)」 (4) 女性学・ジェンダー研究関連科目による教育の実施
の運営手順（工程、プロセス）等のPDCAシステムが適宜機能しているかを観点
に実施された。また、年間を通じたフロー方式による日常監査として、学内主 ２．女性教職員の採用・登用の促進に向けた取組状況
要会議や定例的な業務について、逐次問題点をチェックし提言を行うとともに、 結婚や出産・育児等で一旦現場を離れた女性医師の再就職を支援するため
「群馬大学監事監査実施基準」に基づく監査計画を年度当初に策定し、第１期 に「群馬大学医学部附属病院女性医師支援プログラム」を19年度から実施し、
として実地監査と決算監査を、第２期として第１期の監査結果を踏まえた実地 支援を行った。
監査を実施し、監査結果を報告書としてまとめ、学長あてに提出することによっ
て、法人業務の改善に資した。特に17、18年度は、リスクマネージメント、19
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３．仕事と育児等の両立を支援し、女性教職員が活躍できる環境づくりに向けた プダウンや各部局からのボトムアップの両面による問題提起に対して、毎年
取組状況 度、役員懇談会の重点審議事項として定め、全学的な視点から集中的に検討

育児を行う教職員の継続的な雇用の促進を図ることを目的に、「育児短時間 する機会を確保した。
勤務制度」を設けるなど、育児休業制度の見直し・改善を行った。また、18年

度に附属病院内に保育園を設置し、19年度から園児を受け入れた。 組織編成・見直し等を行った教育研究組織
・ 重粒子線医学研究センターの設置（17年度）・総合情報メディアセンター

【平成21事業年度】 の設置(17年度）
１．男女共同参画推進に向けた取組状況 ・ 社会情報学部の改組（18年度）

「次世代育成支援対策推進法に基づく国立大学法人群馬大学行動計画」の推 ・ 大学教育・学生支援機構の設置（18年度）
進 ・ 大学院教育学研究科修士課程障害児教育専攻の設置（18年度）

「次世代育成支援対策推進法に基づく国立大学法人群馬大学行動計画」の第 ・ 大学院医学系研究科修士課程生命医科学専攻の設置（19年度）
１期が21年度で終了するため、第１期行動計画の進捗状況を踏まえた第２期行 ・ 工学部・工学研究科の改組・再編（19年度）
動計画を策定し、22年度から実施することとした。 ・ 生体調節研究所代謝シグナル研究展開センターの設置（19年度）

※ 詳細については、｢各法人共通の資料・データ｣の添付資料４－１参照 ・ 研究・知的財産戦略本部と産学連携・先端研究推進機構を一体化した研
究・産学連携戦略推進機構の設置（19年度）

２．女性教職員の採用・登用の促進に向けた取組状況 ・ 大学院教育学研究科修士課程教科教育実践専攻及び専門職学位課程教職
医学部附属病院医療人能力開発センター「女性医師等教育・支援部門」の設 リーダー専攻（教職大学院）の設置（20年度）

置 ・ 国際教育・研究センターの設置（20年度）
引き続き、「群馬大学医学部附属病院女性医師支援プログラム」を実施し、

支援を行った。また、新たに、医学部附属病院医療人能力開発センター内に、 【平成21事業年度】
上記プログラムの利用拡大、診療科や関連病院との連携による出産や育児後の 「群馬大学重粒子線医学推進機構」の設置
サポート体制の構築などの女性医師支援を目的とした「女性医師等教育・支援 重粒子線医学に係る研究、教育、治療等の進展及び円滑な運営に資するこ
部門」を設置した。 とを目的に、重粒子線医学研究センター（既設置）と重粒子線医学センター

※ 詳細については､｢各法人共通の資料・データ｣の添付資料４－２､４－ （附属病院の診療部門：新設）の２センターから組織される「群馬大学重粒
３参照 子線医学推進機構」を21年６月に設置した。

[参考]
「群馬大学医学部附属病院女性医師支援プログラム」参加者数 法人全体としての学術研究活動推進のための戦略的取組が行われているか。

年 度 19年度 20年度 21年度
参加者数 5 7 10 【平成16～20事業年度】

１．学術研究推進戦略の策定
３．仕事と育児等の両立を支援し、女性教職員が活躍できる環境づくりに向けた 本学の学術研究に関する基本方針・戦略（人材・組織、研究資金、研究基

取組状況 盤）を定めた「学術研究推進戦略」を18年６月に策定して、学術研究を推進
院内保育園の利用促進 するとともに、研究設備等の基盤整備を研究戦略室が中心となって、マスター
引き続き、「育児短時間勤務制度」の実施や院内保育園の活用により、仕事 プランに従い計画的に行った。また、18、19年度の実績を踏まえて、「学術

と育児等の両立を支援し、女性教職員が活躍できる環境づくりを行った。 研究推進戦略」の内容の見直しを図り、19年６月、20年６月に改正を行った。
※ 詳細については、｢各法人共通の資料・データ｣の添付資料４－４参照

２．研究グループ形成の促進
[参考] 研究・知的財産戦略本部の研究戦略室において、中期計画で定めた重点８
院内保育園入園者数 領域を中心に、部局内又は部局間にまたがる研究グループの形成を促進し、

年 度 19年度 20年度 21年度 効率的にプロジェクト型研究を推進した。その結果、19年度にケイ素科学国
入園者数 15 22 29 際教育研究センターを設立したほか、グローバルCOE（19年度採択）を通じて

国際的な教育研究拠点形成が順調に進展した。
教育研究組織の柔軟かつ機動的な編成・見直し等が行われているか。

【平成16～20事業年度】
教育研究組織の柔軟かつ機動的な編成・見直しについては、学長、理事のトッ
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【平成21事業年度】
学術研究推進戦略に基づく重点８領域のプロジェクト型研究の推進

引き続き、18年度に策定した学術研究推進戦略に基づき、研究戦略室を中心
に、重点８領域のプロジェクト型研究を推進した。その結果、文部科学省科学
技術振興調整費「地域再生人材創出拠点の形成」として「デジタルを活かすア
ナログナレッジ養成拠点」事業及び「多文化共生推進士養成ユニット」事業の
２件が採択された。

従前の業務実績の評価について運営に活用しているか。

国立大学法人評価委員会による評価で課題とされた事項については、役員会等
の諸会議で周知徹底を図り、改善に向けた早急な取組に着手するとともに、ホー
ムページに評価結果を掲載し、教職員への意識の共有を図っている。また、確実
な改善を図るため、「大学評価室」及び「部局評価委員会」等による改善状況の
点検・評価を年2回実施している。

16～19年度評価において、課題とされた事項については、｢各法人共通の資料・
データ｣の添付資料12－１－１のとおり引き続き、法人運営に活用している。

20年度評価において、課題とされた事項については、次のように改善を行い、
法人運営に活用している。

【平成21事業年度】
人事評価結果の活用について

「人事評価結果を、給与制度等に活用する」については、教員評価で
は評価結果を勤勉手当にかかる成績優秀者選考の参考データとして活用
しているが、職員評価では評価結果を給与制度等に活用するまでには
至っていない。

上記の指摘を踏まえ、職員（事務系、技術系、医療系及び看護系職員）につ
いては、各職域毎の「人事評価結果の活用について」に基づき、人事異動を始
め、昇任、昇格、勤勉手当等に適切に活用した。

※ 詳細については、｢各法人共通の資料・データ｣の添付資料12－１－２参
照
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項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善

① 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

中 大型外部資金源として、21世紀COEプログラム、各省庁又は財団による提案公募型研究（例えば、科学技術振興事業団による戦略的創造研究推進事業など）、地
期 域振興プロジェクト等に積極的応募する。科学研究費補助金についても積極的に応募し、採択件数、採択配分額の増加を目指す。さらに、受託研究、奨学寄付金
目 の増加に努力するとともに、財団助成への応募を促進し、研究費の増加を図る。
標 先端科学分野におけるベンチャー事業、産学官連携による大型プロジェクト、学内諸施設開放、大学出版事業、公開講座の充実、附属病院経営等の幅広い自己

収入の増加策を講じる。

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【２１９】 Ⅲ 引き続き、研究・産学連携戦略推進機構「研究・知的財産戦略本部」の研究
1) 大型外部資金を応募しや 戦略室において、部局内又は部局間にまたがる研究グループの形成を促進し、

すい体制を整える。個々の 効率的なプロジェクト型研究の推進を通して、大型外部資金を導入しやすい体
事例に応じた応募体制を整 制を構築し、収入の増加を図った。
え、部局内はもちろん、部
局間にまたがる研究グルー 【２１９】 Ⅲ 引き続き、研究・産学連携戦略推進機構「研究・知的財産戦略本部」の研究
プ活動を促進し、さらに、 1) 研究・知的財産戦略本部を中心に 戦略室において、部局内又は部局間にまたがる研究グループの形成を促進し、
産学官連携のプロジェクト 部局内又は部局間にまたがる研究グ 効率的なプロジェクト型研究の推進を通して、大型外部資金を導入しやすい体
研究等に大型外部資金を導 ループ活動を促進し、さらに、産学 制を構築し、収入の増加を図った。
入しやすい体制を構築し、 官連携のプロジェクト研究等に大型 21年度は、重点８領域から、文部科学省科学技術振興調整費「地域再生人材
収入の増加を図る。 外部資金を導入しやすい体制を構築 創出拠点の形成」として「デジタルを活かすアナログナレッジ養成拠点」事業

し、収入の増加を図る。 及び「多文化共生推進士養成ユニット」事業の２件が採択された。

【２２０】 Ⅲ 引き続き、公募関係の詳細な資料の作成及び教員個々への資料配付、各キャ
2) 科学研究費補助金等の申 パンスにおける説明会の実施、公的外部資金情報のメール配信及び手続きの利

請に関する講習会の開催、 便性を考慮した「科学研究費補助金の電子システム」、「申請期限」及び「各
学内ホームページによる情 種団体の研究助成の募集要項」をホームページに掲載し、書式等のダウンロー
報提供と指導を行い、各種 ドを可能とするなど、外部資金獲得へ向けて積極的に支援した。
外部資金獲得へ向けての積
極的な支援体制を充実させ 【２２０】 Ⅲ 引き続き、公募関係の詳細な資料の作成及び教員個々への資料配付、各キャ
る。 2) 科学研究費補助金等の申請に関す パンスにおける説明会の実施、公的外部資金情報のメール配信及び手続きの利

る講習会の開催、学内ホームページ 便性を考慮した「科学研究費補助金の電子システム」、「申請期限」及び「各
による情報提供と指導を行い、各種 種団体の研究助成の募集要項」をホームページに掲載し、書式等のダウンロー
外部資金獲得へ向けて積極的に支援 ドを可能とするなど、外部資金獲得へ向けて積極的に支援した。 また、公募
する。 情報の提供システムを見直し、メール配信による迅速な情報提供を行えるよう

にした。

【２２１】 Ⅲ 引き続き、共同研究イノベーションセンターニュースやホームページを通じ
3) 地域共同研究センターの て、随時各種事業を照会するとともに、群馬産学官連携推進会議や群馬県等の

広報活動を強化し、受託研 自治体が開催する展示会に参画するなど、積極的な広報活動を行った。
究費の増加を図る方法を検
討する。ホームページ、各 【２２１】 Ⅲ 引き続き、共同研究イノベーションセンターニュース、首都圏北部４大学連
部局の企業懇談会等を通じ 3) 共同研究イノベーションセンター 合ニュース及びホームページを通じて、随時各種事業を照会するとともに、首
て、教員の研究内容を地域 の広報活動を強化し、受託研究費の 都圏北部４大学連合で発行しているシーズ集"4U"を作成して地域企業に配布
企業にPRし、各種企業との 増加を図る。また、ホームページ、 し、群馬産学官連携推進会議や群馬県等の自治体が開催する展示会に参画する
適切な組み合わせを図る。 広報誌、各部局の企業懇談会等を通 など、積極的な広報活動を行った。この結果、受託研究費は対前年度比２億円

じて、教員の研究内容を地域企業に 増加した。
PRし、各種企業との適切な組み合わ

群馬大学
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せを図る。

【２２２】 Ⅲ １．引き続き、研究・産学連携戦略推進機構「産学連携・先端研究推進本部」
4) 先端科学分野でのベンチ のインキュベーションセンター研究スペース（創造開発室）において、９テ

ャー事業立ち上げ支援のた ーマが大学における研究シーズの実用化に向けて研究を推進した。
めに、共同研究スペース等、 ２．引き続き、起業塾を開催した（３日間 参加者22名)。
学内施設を開放し、起業家
育成を図る。ベンチャー事
業育成に資するためのマニ 【２２２－１】 Ⅲ 引き続き、研究・産学連携戦略推進機構「産学連携・先端研究推進本部」の
ュアルを平成19年度までに 4)-① 共同研究スペース等、学内施 インキュベーションセンター研究スペース（創造開発室）において、９テーマ
作成する。 設を開放し、先端科学分野での の研究を推進し、ベンチャー事業への立ち上げ支援を行った。

ベンチャー事業立ち上げを支援
する。

【２２２－２】 Ⅲ 地域・学生向けの起業塾を開催（４日間 参加者15名)して、ベンチャー企
② 地域・学生向けの起業塾を開 業の立ち上げを支援した。21年度からは、「事業計画書作成の実習」をカリキ

催する。 ュラムに盛り込むなど、より実践的な内容に一新した。

【２２３】 Ⅲ １．起業塾を開催し、インキュベーションセンター内から、ベンチャー事業の
5) 地域共同研究センターそ 立ち上げを支援した。

の他の学内諸施設をベンチ ２．研究・産学連携戦略推進機構が保有する分析装置を開放し、民間機関等か
ャー企業に開放し、新産業 ら「依頼分析」を受託している。
の創出とともに、自己収入
の増加を図る。そのために 【２２３】 Ⅲ １．引き続き、共同研究イノベーションセンターによる起業塾の開催並びにイ
学内諸施設の再編統合を図 5) 共同研究イノベーションセンター ンキュベーションセンター研究スペース（創造開発室）の開放による研究シ
り、ベンチャー企業が利用 その他の学内諸施設をベンチャー企 ーズの実用化に向けての研究推進などを行った。
しやすい条件を整備する。 業に開放し、新産業の創出とともに、 ２．引き続き、自己収入の増加に資するため、研究・産学連携戦略推進機構が

自己収入の増加を図る。 保有する分析装置を開放し、民間機関等から「依頼分析」(259千円)を受託
した。

【２２４】 Ⅲ 公開講座のホームページ公開（本学及び群馬県）、公共の機関紙等への掲載、
6) 公開講座や技術研修の充 ちらし・ポスターの配布、マスコミ等を通じた広報等、各種広報活動を行い、

実、研修施設の有効活用等 各地区において公開講座を実施、自己収入の増加に努めた。
により、自己収入の増加に
努める。 【２２４】 Ⅲ 公開講座のホームページ公開（本学及び群馬県）、公共の機関紙等への掲載、

6) 公開講座等の充実、研修施設の有 ちらし・ポスターの配布、マスコミ等を通じた広報等、各種広報活動を行い、
効活用等により、自己収入の増加に 各地区において公開講座を実施、自己収入の増加に努めた（940千円）。
努める。

【２２５】 Ⅲ 民間コンサルタント会社と医用材料等契約支援業務の包括契約を締結するな
7) 附属病院の経営改革を行 ど、コスト削減に積極的に取組み、約２億円の経費削減を達成するなど効率的

い、効率的な運営を通じて、 な運営を行った。
病院収入の増加に努める。

【２２５】 Ⅲ 民間コンサルタント会社と医用材料等契約支援業務及び関連コンサルティン
7) 附属病院の経営方針に基づく効率 グ業務を委託するなど、コスト削減に積極的に取組み、約2.9億円の経費削減

的な運営を通じて、病院収入の増加 を達成するなど効率的な運営を行った。
に努める。 また、21年度はICUの増床などにより、前年度を9.8億円上回る192.7億円と

なり、過去最高の稼働額を達成した。

ウェイト小計

群馬大学
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善

② 経費の抑制に関する目標

中 1) 管理的経費の使用状況を公開し、その評価点検により効率化を図りながら全体の管理的経費を抑制する。
期 2) 「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ、人件費削減の取組を行う。
目
標

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【２２６】 Ⅲ １．施設・環境推進室において、「国立大学法人群馬大学エネルギー管理内規」
1)-① 平成１６年度から電 に基づき、団地別・部局別の毎月の光熱費と使用量を大学運営会議に報告す

気・ガス等のエネルギ るとともに、ホームページに公表することにより部局毎の負担額を明確にし、
ー使用の管理を行うた エネルギー使用の合理化を促した。また、荒牧地区の各部局における電力使
めの組織の設置を検討 用量をWeb上で確認できるようにすることにより、デマンド監視を強化し、
し、省エネ、省コスト 契約電力の抑制を図った。
対策、プリメンテナン ２．省エネ及び温室効果ガス排出抑制のため、桐生地区に続き荒牧地区におい
スに関わる対策を練る。 ても、個別空調化を実施した。

【２２６】 Ⅲ 引き続き、施設・環境推進室において、「国立大学法人群馬大学エネルギー
1)-① 「国立大学法人群馬大学エネ 管理内規」に基づき、団地別・部局別の毎月の光熱費と使用量を諸会議に報告

ルギー管理内規」に基づき、エ するとともに、ホームページに公表することにより、エネルギー使用の合理化
ネルギー使用の合理化を推進す を促した。また、Web上で電力使用量を監視するシステムを新たに桐生キャン
る。 パスにも導入するとともに、電力警報を教職員に連絡することにより契約電力

の超過抑制を図った。

【２２７】 Ⅲ 施設・環境推進室において、「群馬大学の施設の管理運営に関する規程」及
② 全学の各施設につい び「施設の有効活用に関する内規」に基づき、空室並びに使用期限が終了する

て、利用状況を評価す 共用研究スペースについて再公募を行い有効活用を図るとともに、施設情報管
るシステムを整備し、 理システムを活用した施設実態調査図を全学に公表し、施設の維持管理用資料
その有効利用を図る。 作成業務の効率化を図った。

【２２７】 Ⅲ 施設・環境推進室において、「群馬大学の施設の管理運営に関する規程」及
② 施設・環境推進室において、 び「施設の有効活用に関する内規」に基づき、桐生地区１号館に共用研究スペ

共用研究スペースの利用状況の ース119㎡を確保した。また、空室の共用研究スペースに対し使用者の再公募
点検評価を行い施設の有効活用 を行い有効活用を図った。
を図る。 さらに、施設の有効活用を推進するため、桐生地区等において、情報管理シ

ステム（NetFM）を活用した施設の使用実態調査を実施するための新たな仕組
みを構築した。

【２２８】 Ⅲ 引き続き、役員会において、人員削減計画の厳密な管理を行うとともに、退
③ 人的資源の効果的運 職教員の後任補充についても、当該部局等の業務運営・教育改革等の状況を厳

用について評価方式を 格に評価・検証した上でその可否を判断し、必要により一定期間の人事凍結等
導入し、人件費抑制と の措置を講ずるなど人件費の効果的運用を行った。
効率的配分を図る。

【２２８】 Ⅲ 引き続き、役員会において、人員削減計画の厳密な管理を行うとともに、退
③ 人的資源の効果的運用につい 職教員の後任補充についても、当該部局等の業務運営・教育改革等の状況を厳

て評価方式により、人件費抑制 格に評価・検証した上でその可否を判断し、必要により一定期間の人事凍結等



- 29 -

群馬大学
と効率的配分を図る。 の措置を講ずるなど人件費の効果的運用を行った。

【２２９】 Ⅲ 引き続き、17年度に役員会決定した「運営費交付金の削減(効率化△１％）
2) 総人件費改革の実行計画 への対処方策について」の諸方策に定める人員削減計画の実施と教職員の欠員

を踏まえ、平成２１年度ま 補充への慎重な対応により、20年度においても、総人件費改革(18～22年度の
でに概ね４％の人件費の削 間に５％の人件費削減）に基づき中期計画に掲げた人件費１％減を達成した。
減を図る。

【２２９】 Ⅲ 引き続き、17年度に役員会決定した「運営費交付金の削減(効率化△１％）
2) 総人件費改革の実行計画を踏ま への対処方策について」の諸方策に定める人員削減計画の実施と教職員の欠員

え、概ね１％の人件費の削減を図る。 補充への慎重な対応により、21年度においても、総人件費改革(18～22年度の
間に５％の人件費削減）に基づき中期計画に掲げた人件費１％減を達成した。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善

③ 資産の運用管理の改善に関する目標

中 施設、土地等の資産について、効果的・効率的に使用する体制を整備し、財源の確保に努める。また、知的財産を適切に管理し、その有効活用を図る。
期
目
標

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【２３０】 Ⅲ １．施設・環境推進室において、「群馬大学の施設の管理運営に関する規程」
1) プロジェクト研究等の共 及び「施設の有効活用に関する内規」に基づき、空室並びに使用期限が終了

用研究スペースの有効利用 する共用研究スペースについて再公募を行い有効活用を図った。
を促進する等、効果的かつ ２．施設・環境推進室において、教育研究環境重点経費（設備）を確保すると
効率的な施設利用を図ると ともに、共用研究スペース課金を聴取し、安定した財源確保に努め、施設の
ともに、施設の維持保全の 計画的な維持保全を推進した。
ために安定した財源確保努
める。 【２３０】 Ⅲ １．施設・環境推進室において、「群馬大学の施設の管理運営に関する規程」

1) 施設・環境推進室の下で効率的な 及び「施設の有効活用に関する内規」に基づき、桐生地区１号館に共用研究
施設利用を図り、計画的な維持保全 スペース119㎡を確保した。また、空室の共用研究スペースに対し使用者の
に努める。 再公募を行い有効活用を図った。

２．施設・環境推進室において、教育研究環境重点経費を確保するとともに、
共用研究スペース課金により730万円（20年度700万円)を徴収し、安定した
財源確保に努め、施設の計画的な維持保全を推進した。

【２３１】 Ⅲ 19年度に設置した群馬大学TLOを中心に、新技術説明会等を開催し、本学が
2) 平成１６年度に知的財産 所有する特許をベースとした企業との共同研究を奨励することによって、前年

の組織的かつ戦略的な創 度に比べ、特許実施料等収入が3.4倍の6,418千円、特許に基づく共同研究収入
出、取得、管理並びに活用 が3.2倍の96,045千円と大幅な収入増となった。
のための体制を整備し、積
極的な情報発信を行い、そ 【２３１】 Ⅲ 引き続き、群馬大学TLOを中心に、新技術説明会の開催や、「群馬大学開放
の有効な運用を図る。 2) 知的財産の組織的かつ戦略的な創 特許一覧」による研究シーズの発掘並びに周知するとともに、本学が所有する

出、取得、管理並びに活用のための 特許をベースとした企業との共同研究を奨励することによって、前年度と比べ、
体制を充実し、積極的な情報発信を 特許実施件数については４件増（10→14件）、収入では105千円増（6,418→
行い、その有効な運用を図る。 6,523千円）、特許に基づく共同研究等件数については25件増（13→38件）、収

入では143,276千円増（96,045→239,321千円）が図られた。

【２３２】 Ⅲ 「群馬大学施設整備推進戦略」に基づき、重粒子線照射施設の整備、附属図
3) 平成１６年度に全学的見 書館の改修整備等を行った。

地から施設管理の基本方針
を決定するシステムを構築 【２３２】 Ⅲ 「群馬大学施設整備推進戦略」に基づき、附属小学校・特別支援学校校舎、
する。施設計画、管理等に 3) 施設計画、管理等に関する課題に 教養教育GC棟、昭和地区共用施設棟、工学部１号館の改修整備を行った。
関する課題については、長 ついては、全学的見地から「国立大
期的戦略のもとに具体的対 学法人群馬大学施設整備推進戦略」
策を講ずる。 等に基づき、長期的戦略のもとに具

体的対策を講ずる。

【２３３】 Ⅲ 空室並びに共同研究の推進が見受けられず使用中止を通知した共用研究スペ
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4) 高度化・多様化する教育 ースに対し、新たに使用者の再公募を行うなどスペース課金制度の拡大を図っ

研究に対応するため、全学 た。また、競争的共用研究スペースから、700万円のスペース課金を徴収した。
的見地に立った施設使用面
積並びに諸室の配分及び配 （平成20年度計画実施済事項） Ⅲ 空室の共用研究スペースに対し使用者の再公募を行うとともに、競争的共用
置の見直しを行い、教育研 研究スペースから730万円のスペース課金を徴収した。
究スペースを競争原理に基
づいて重点的に貸与する。
貸与に当たっては、スペー
ス回収を容易にするため、
スペース課金システムを導
入する。

【２３４】 Ⅲ 「群馬大学の施設の管理運営に関する規程」及び「施設の有効活用に関する
5) 自己点検・評価の一環と 内規」に基づき、全学の共用研究スペースについて、使用者に使用状況の自己

して、全学施設への立ち入 点検を実施させ、点検報告に応じて確認調査を行い改善通知を発して有効活用
り調査を実施し、改善策を を図った。また、施設情報管理を利用した講義室等の管理について、Web上で
提言する。全学の講義室・ 使用申込等の一括管理を行い、施設の有効活用を図った。
ゼミ室・実験室等の施設利
用の実態を把握するため、 【２３４】 Ⅲ １．施設使用状況の確認のため、荒牧・昭和・桐生地区校舎、附属病院設備等
コンピュータ・システム管 4) 施設等への立ち入り調査を実施 の点検調査を行い、調査結果に基づき、不適切な使用形態に対して改善通知
理を行い、学内への公表を し、改善策を提言する。講義室等に を発して管理充実を図った。
行う。また、講義室等は、 ついては、Web上で使用申し込みを ２．引き続き、施設情報管理を利用した講義室等の管理について、Web上で使
Web上で使用申し込み等を 行うなど一括管理を行い、有効活用 用申込等の一括管理を行い、施設の有効活用を図った。
行い、有効活用を図る。 を図る。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕
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（２） 財務内容の改善に関する特記事項等

財務内容の改善・充実が図られているか。 (3) 附属病院での取組
民間コンサルタント会社と医用材料等契約支援業務の包括契約を締結す

【平成16～20事業年度】 るなど、コスト削減に積極的に取組み、約２億円の経費削減を達成した。
１．経費の効率的な使用を図るための予算配分方針の策定

16年度から、年度計画に基づき、予算、収支計画及び資金計画を連動させ、 ３．自己収入の増加に向けた取組
４半期毎の収入目標額を設定し、収入予算と支出予算を一体的に運用するこ (1) 外部資金獲得への取組
とを配分の基本として予算配分方針を策定した。また、総人件費改革・効率 ① 大型外部資金を導入しやすい体制の構築
化を踏まえた人員管理計画に基づく人件費所要額の計上、教育研究基盤経費 研究・知的財産戦略本部の「研究戦略室」において、部局内又は部局
と運営経費の見直し、部局長裁量経費の措置等、法人化のメリットを活かす 間にまたがる研究グループの形成を促進し、効率的なプロジェクト型研
とともに、事業内容との整合性を確保した予算配分を行った。 究の推進を通して、大型外部資金を導入しやすい体制を構築し、収入の

増加を図ることとした。
２．経費の削減に向けた取組 これまで、中期計画で定めた重点８領域の内、「生体情報の受容伝達
(1) 光熱水料の節減に向けた取組 と機能発現」（14年度採択）と「加速器テクノロジーによる医学・生物

「群馬大学環境方針」（16年５月策定）に沿って、各地区において策定 学研究」（16年度採択）の２つの拠点計画が21世紀COEプログラムとして
した「エネルギー削減に向けての行動計画」に基づき、次のとおり省エネ 採択され、それぞれが中間評価でＡ評価を得た。また、前者については、
ルギーの推進を図った。 19年度の事後評価においても、期待どおりの成果があったとの評価を受
① 16年度から引き続き、４半期毎のエネルギー使用量を諸会議に報告す けた。さらに、「生体情報の受容伝達と機能発現」において形成された

るとともにホームページに公表し、併せて、省エネルギーの協力要請を 研究拠点を発展させ、秋田大学との大学連携による教育研究拠点計画「生
行い、教職員の意識改革を図った。 体調節シグナルの統合的研究」が19年度グローバルCOEプログラムに採択

② 毎年度、エネルギー使用量がピークを迎える時期に、省エネパトロー された。
ルを行いエネルギー削減に向けての行動計画の実施状況を点検し、エネ ② 科学研究費補助金取得への取組
ルギー使用の合理化を図った。 ア 16年度から引き続き、詳細な科学研究費補助金の公募関係資料を作

③ 16年度に制度化した受益者負担制度に基づき、具体の負担費用を各部 成し、教員個人に配付するとともに、各キャンパスにおいて説明会を
局に示し、エネルギー使用の合理化を図った。 実施した。

④ 昭和地区では、第一種、桐生地区では、第二種エネルギー管理指定工 イ 手続きの利便性を考慮し、「科学研究費補助金の電子システム」及
場の管理標準を18年度に策定した。 び「提出期限」をホームページに掲載し、書式等のダウンロードを可

⑤ 荒牧地区では、環境ISO（19年１月20日取得）の基準を維持し、エネ 能とした。
ルギー削減を行った。 ウ 申請率を向上させるため、18年度から「国立大学法人群馬大学の予

⑥ 「国立大学法人群馬大学エネルギー管理内規」に基づき、団地別・部 算配分方針」に基づき、科学研究費補助金の応募を行わなかった研究
局別の毎月の光熱費と使用量を諸会議に報告するとともに、ホームペー 者の研究費について、配分単価の20％を減額した。なお、配分減によっ
ジに公表することにより、部局毎の負担額を明確にし、エネルギー使用 て生じた経費は若手研究者のための経費財源の一部とした。
の合理化を図った。 エ 若手研究者が行う研究で、今後の発展が期待できる研究を対象に、

⑦ 暖房等の省エネ、業務委託費削減及び温室効果ガス排出抑制のため、 学長裁量経費「若手研究者等の研究活性化の推進経費」を設け、採択
桐生地区に続き荒牧地区においても、中央式ボイラから個別空調化を実 された教員には、次年度科学研究費補助金への応募を義務付けた。
施した。 ③ その他の外部資金取得への取組

⑧ 荒牧地区の各部局における電力使用量をWeb上で確認できるようにす ア 他省庁、外部団体、助成団体等の各種研究助成の募集要項をホーム
ることにより、デマンド監視を強化し、契約電力の抑制を図った。 ページに掲載するとともに、要項の写しを毎月取りまとめ、部局に送

(2) 経費節減に向けた効果的な予算配分 付し周知を図った。
「群馬大学の予算の配分方針」に基づき、一般管理経費、光熱水料等経 イ これまでの申請状況を踏まえ、関係部局等にきめ細かな情報提供を

費、業務委託・保守等経費については、前年度積算額に対して、節約率△ 行った。
２％を設定し、経費の削減を図った。

群馬大学
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ウ 国の機関の助成公募担当者を招き、募集要項等についての説明会を開 熱水料等経費、業務委託・保守等経費については、前年度積算額に対して、
催した。 節約率△２％を設定し、経費の削減を図った。

エ 学長裁量経費「部局長裁量経費」の他、受託研究等の間接経費の一部
についても部局長の裁量により執行できることとし、外部資金獲得の促 (3) 附属病院での取組
進を図った。 民間コンサルタント会社と医用材料等契約支援業務及び関連コンサル

(2) 知的財産活用への取組 ティング業務を委託するなど、コスト削減に積極的に取組み、約2.9億円の
① 15年度に文部科学省の「大学知的財産本部整備事業」に採択され、研 経費削減を達成するなど効率的な運営を行った。

究・知的財産戦略本部が設置された。この活動により、学内の知的財産 また、21年度はICUの増床などにより過去最高の稼動額を達成した。
活動が活性化され、特許出願が急増し、共同研究金額も順調に増加した。
この事業が19年度で終了することに伴い、その中で培ってきた大学の知 ３．自己収入の増加に向けた取組
的財産活用に関するノウハウと育成された人材を継承するため、19年12 (1) 外部資金獲得への取組
月に群馬大学TLOを設置し、文部科学省、経済産業省から内部TLOとして ① 大型外部資金を導入しやすい体制の構築
の承認を受け、今後５年間にわたる財政支援を受けることになった 引き続き、研究・知的財産戦略本部の「研究戦略室」において、部局

② 群馬大学研究・知的財産本部の「知的財産戦略室」の技術マネージメン 内又は部局間にまたがる研究グループの形成を促進し、効率的なプロジェ
トグループの活動により、18年度の特許実施許諾契約を３件締結すると クト型研究の推進を通して、大型外部資金を導入しやすい体制を構築し、
ともに、特許の権利譲渡契約を３件締結し、ロイヤリティー収入を得た。 収入の増加を図ることとした。平成21年度は、中期計画で定めた重点８

③ 群馬大学TLOを中心に、新技術説明会等を開催し、本学の持つ特許を 領域のうち、文部科学省科学技術振興調整費「地域再生人材創出拠点の
ベースとした企業との共同研究を奨励することによって、特許実施料等 形成」として「デジタルを活かすアナログナレッジ養成拠点」事業及び
収入及び特許に基づく共同研究等収入の大幅な増加につながった。 「多文化共生推進士養成ユニット」事業の２件が採択された。

② 科学研究費補助金取得への取組
４．資金の運用に向けた取組 引き続き、申請率を向上させるため、各キャンパスでの説明会等の実

資金運用について、文部科学大臣の指定する有価証券が示されたことによ 施や同補助金への応募を行わなかった研究者に対する研究費配分単価の
り、従来からの地方債に加え、寄付金を財源に金融債(６億円)を取得、また、 減額措置などを行った。
資金管理の徹底により短期運用を充実させ約25,000千円の増収を図り、学長 ③ その他の外部資金取得への取組
裁量経費として教育研究施設・設備の整備のための予算の一部とした。 部局長裁量経費を50百万円（対前年度10百万円増）措置した他、受託

研究等の間接経費の一部234百万円（対前年度10百万円増）についても部
【平成21事業年度】 局長の裁量により執行できることとし、外部資金獲得の促進を図った。
１．経費の効率的な使用を図るための予算配分方針の策定

引き続き、年度計画に基づき、予算、収支計画及び資金計画を連動させ、 [参考]
四半期毎の収入目標額を設定し、収入予算と支出予算を一体的に運用するこ 部局長裁量経費として措置した受託研究等の間接経費（金額：百万円)
とを配分の基本方針として予算配分方針を策定し、事業内容との整合性を確 年 度 20年度 21年度
保した予算配分を行った。 金 額 224 234

２．経費の削減に向けた取組 (2) 知的財産活用への取組
(1) 光熱水料の節減に向けた取組 引き続き、群馬大学TLOを中心に、新技術説明会等を開催し、本学の持つ

引き続き、「国立大学法人群馬大学エネルギー管理内規」に基づき、団 特許をベースとした企業との共同研究を奨励することによって、下表のと
地別・部局別の毎月の光熱費と使用量を諸会議に報告するとともに、ホー おり特許実施料等収入、共同研究等収入が増加した。
ムページに公表することにより、部局毎の負担額を明確にし、エネルギー
使用の合理化を図った。また、Web上で電力使用量を監視するシステムを ① 特許実施料等収入（実施件数：件、実施料等：千円）
新たに桐生キャンパスにも導入するとともに、電力警報を教職員に連絡す 年 度 20年度 21年度
ることにより契約電力の超過抑制を図った。 実施件数 10 14(4)

(2) 経費節減に向けた効果的な予算配分 実施料等 6,418 6,523(105)
引き続き、「群馬大学の予算の配分方針」に基づき、一般管理経費、光 （ ）書きは、前年度との増減を示す。

群馬大学
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② 特許に基づく共同研究等収入（件数：件、金額：千円）
年 度 20年度 21年度
件 数 13 38(25)
金 額 96,045 239,321(143,276）

（ ）書きは、前年度との増減を示す。

４．資金の運用に向けた取組
引き続き、寄附金を財源に金融債（13.93億円）を取得したほか、資金管

理の徹底により短期運用を充実させ約3,000千円の増収を図り、学長裁量経
費として教育研究施設・設備の整備のための予算の一部とした。

※ 詳細については、｢各法人共通の資料・データ｣の添付資料７－１参照

人件費等の必要額を見通した財政計画の策定や適切な人員管理計画の
策定等を通じて、人件費削減に向けた取組が行われているか。

【平成16～20事業年度】
16、17年度に全学のカリキュラムの見直しを行い、非常勤講師手当の抑制

(11％)を図った。
17年度に役員会決定した「運営費交付金の削減（効率化△１％）への対処

方策について」の諸方策に定める人員削減計画の実施と教職員の欠員補充へ
の慎重な対応により、総人件費改革（18～22年度の間に５％の人件費削減）
に基づき中期計画に掲げた人件費１％減を達成した。

また、役員会において、17年度に策定した向こう５年間の人員削減計画の
厳密な管理を行うとともに、退職教員の後任補充についても、当該部局等の
業務運営・教育改革等の状況を厳格に評価・検証した上でその可否を判断
し、一定期間の人事凍結等の措置を講ずるなど人件費の効果的運用を行った。

【平成21事業年度】
引き続き、17年度に役員会決定した「運営費交付金の削減（効率化△１％）

への対処方策について」の諸方策に定める人員削減計画の実施と教職員の欠
員補充への慎重な対応により、21年度についても、総人件費改革（18～22年
度の間に５％の人件費削減）に基づき中期計画に掲げた人件費１％減を達成
した。

また、役員会において、引き続き人員削減計画の厳密な管理を行い、人件
費の効果的運用を図った。
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項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供

① 評価の充実に関する目標

中 自己点検・評価、外部評価を厳正に実施し、評価結果を公表し大学としての社会に対する説明責任を果たすとともに、第三者評価結果を大学運営の改善に役立
期 てるよう努める。また、学内の評価組織のあり方を検討し、効果的な自己点検・評価が行われる制度を確立する。
目
標

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 平成21年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【２３５】 Ⅲ 大学評価室を中心に、各部局毎に中期目標・中期計画及び20年度計画、21年
1) 各部局毎に自己点検・評 度に受審する認証評価の観点及び年２回の授業評価の自己点検・評価を実施し

価を定期的に実施するとと た。また、教職員人事制度検討部会を中心に人事評価を実施した。
もに、外部評価・第三者評
価を積極的に受ける。また、【２３５－１】 Ⅲ 大学評価・学位授与機構による大学機関別認証評価を受審し、「大学設置基
そのために効率的なシステ 1)-① 大学評価・学位授与機構によ 準をはじめ関係法令に適合し、大学評価・学位授与機構が定める大学評価基準
ムの整備を行う。 る大学機関別認証評価を受審す を満たしている。」 と評価された。

る。

【２３５－２】 Ⅲ 19年度に実施した教員評価の検証結果に基づき、教員評価実施専門部会にお
② 平成２２年度に実施する教員 いて、評価指針や評価項目等の改訂を行った。

評価について、前回の教員評価
の結果に基づき検証を行い、指
針等を策定する。

【２３６】 Ⅲ 学生の自主性を尊重した授業評価（年２回）により、教員個々に対する学生
2) 平成１６年度から教育に の意見を含む評価結果のフィードバック、授業方法改善関連委員会などにおけ

関する授業評価を一層充実 る評価の組織的検証、評価結果に基づく学生代表と教員による授業方法改善の
させ、授業方法改善研究部 ための懇談会などを行い、評価結果を確実に授業改善に反映させた。また、全
会の活動を積極的に推進 学的なベストティーチャー表彰制度により、授業評価結果等に基づき選考した。
し、評価結果が確実に授業 被表彰者による公開授業の実施並びに被表彰者に対し学長裁量経費により教育
の改善に反映するよう努め 研究資金の配分を行った。
る。

【２３６】 Ⅲ 引き続き、学生の自主性を尊重した授業評価（教養教育科目、専門教育科目、
2) 教育に関する授業評価を一層充実 大学院科目延べ1,644科目について、約43,000通のアンケートの集計結果）に

させるため大学評価室や教育方法企 基づき、教員個々に対する学生の意見を含む評価結果のフィードバック、授業
画部会の活動を積極的に推進し、評 方法改善関連委員会などにおける評価の組織的検証、評価結果に基づく学生代
価結果が確実に授業の改善に反映す 表と教員による授業方法改善のための懇談会などを行い、評価結果を確実に授
るよう努める。 業改善に反映させた。また、全学的なベストティーチャー表彰制度により、授

業評価結果等に基づき選考した。被表彰者による公開授業の実施並びに被表彰
者に対し学長裁量経費により教育研究資金の配分を行った。

【２３７】 Ⅲ 中期（年度）計画【174】及び【235-2】の『判断理由（計画の実施状況等）』
3) 平成１８年度～１９年度 参照

を目途に教育研究業績、社
会貢献活動等につき、各教 （平成19年度計画実施済事項） 中期（年度）計画【174】及び【235-2】の『判断理由（計画の実施状況等）』
員についても適正な評価を 参照
行う。

群馬大学
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【２３８】 Ⅲ 卒業生等が就労している学校・企業等、卒業生等へのアンケートを実施し、
4) 各界各層の学外有識者等 その結果を本学の運営改善に積極的に反映させるとともに、工学部においては、

から多様な意見・指摘等を 自治体・産業界・教育機関・報道機関から選出した委員から構成する「地域貢
建設的に取り入れていくよ 献諮問委員会」を、多分化共生の取組においては、自治体、産業界、NPO法人、
う努める。 外国人住民などが参画する「地域協働ネットワーク」により多様な意見等を建

設的に取り入れ、積極的に改善に生かした。

【２３８】 Ⅲ 引き続き、上記の取組を実施するとともに、20年度に設置した教育学研究科
3) 各界各層の学外有識者等に意見を 教職リーダー専攻では、群馬県教育委員会、市町村教育委員会及び実習協力校

求め、積極的に改善に生かす。 の教育関係者から構成する「連携協議会」等において、教育課程・教育内容に
ついての意見を取り入れ、22年度以降の課題発見実習について、校種の絞り込
みと校種での実習期間の長期化を行うこととした。

ウェイト小計

群馬大学
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供

② 情報公開等の推進に関する目標

中 本学における教育研究組織及び運営等に関する情報を積極的かつ効果的に学内外に発信し、広く双方向的情報機能を備えたシステムを開発し発展させるととも
期 に、情報提供に当たっては、利用者の立場に立った分かりやすい内容及び方法について工夫する。
目
標

進捗 ｳｪｲﾄ
中期計画 年度計画 状況 判断理由（計画の実施状況等）

中 年 中 年
期 度 期 度

【２３９】 Ⅲ 引き続き、大学情報誌「GU'DAY（グッディ）」を年２回発刊し、大学情報を
1) 利用者の立場に立った分 積極的かつ適切に提供した。

かりやすい大学情報を積極
的かつ適切に提供するた 【２３９】 Ⅲ 引き続き、大学情報誌「GU'DAY（グッディ）」を年２回発刊し、大学情報を
め、新たな広報紙の発刊（年 1) 大学広報誌を定期的に発行して大 積極的かつ適切に提供した。
２回）を検討する。 学情報を学外に積極的に発信する。

【２４０】 Ⅲ 引き続き、ホームページ上に情報公開案内を掲載するとともに、法人文書管
2) 組織的に情報公開に対す 理システムへのアクセスを可能とするなど、積極的に情報公開に努めた。

る意識の高揚を図るととも
に、積極的に情報公開に務 【２４０】 Ⅲ 引き続き、ホームページ上に情報公開案内を掲載するとともに、法人文書管
める。 2) 組織的に情報公開に対する意識の 理システムへのアクセスを可能とするなど、積極的に情報公開に努めた。

高揚を図るとともに、積極的に情報
公開に務める。

【２４１】 Ⅲ 総合情報メディアセンターを中心に機関リポジトリの登録コンテンツ並びに
3) ホームページ、電子ジャ 電子ジャーナルの拡充を図った。

ーナル等、高度情報社会に
対応した情報発信・受信シ （平成19年度計画実施済事項） 引き続き、総合情報メディアセンターを中心に機関リポジトリの登録コンテ
ステムを、総合メディアセ ンツ並びに電子ジャーナルの拡充を図った。この結果、群馬大学学術情報リポ
ンター（仮称）等との連携 ジトリ（GAIR））の登録状況として、登録件数は458件増えて、延べ3,900件と
・支援の下に拡大充実させ なり、総アクセス数の月平均 19,580件、論文表示数の月平均 13,872件となっ
ていく。平成１６年度から た。また、「群馬大学学報」の電子化も実施した。
学内研究紀要等の電子化を
推進し、学外からのアクセ
スを通じて、本学研究情報
を公開する。

【２４２】 Ⅲ 引き続き、企業懇談会、企業人事担当者・高等学校進路指導教員との懇談会、
4) 平成１６年度から記者、 報道関係者との定期懇談会、地域貢献諮問委員会の開催を定期的に行い、地域

企業、地域住民懇談会を開 社会各層の声を適切に反映させた。
催し、一般市民、地域社会
各層の声を的確に反映させ 【２４２】 Ⅲ 引き続き、企業懇談会、企業人事担当者・高等学校進路指導教員との懇談会、
る双方向的システムを開発 3) 企業関係者、マスコミ関係者等と 報道関係者との定期懇談会、地域貢献諮問委員会の開催を定期的に行い、地域
し、発展させていく。 の懇談会を開催し、地域社会各層の 社会各層の声を適切に反映させた。特に、地域貢献諮問委員会では、科学に関

声を本学の諸活動に適切に反映させ する啓発活動を持続的に展開するために設置している「工学クラブ」について、
る。 会員になることができる対象地域を桐生地区及び近県から全県に拡大させるな

ど、委員の声を諸活動に反映させた。
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（３） 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する特記事項等

中期計画・年度計画の進捗管理や自己点検・評価の作業の効率化が図られて 年２回実施している中期計画・年度計画の自己点検・評価作業について、
いるか。 引き続き、専用ホームページに、調査様式及び評価結果を掲載し、調査依頼

や中期計画・年度計画の進捗状況管理などの作業の効率化を図った。
ＩＴ等の有効活用等による中期計画・年度計画の進捗状況管理等自己点検・評 さらに、評価結果についても適時掲載し関係部局等に通知し、学内への周
価の作業の効率化に向けた取組 知徹底を図り、業務の改善を促すとともに、第二期中期目標計画の策定に活

用した。
【平成16～20事業年度】
１．中期計画・年度計画の自己点検・評価 ２．教員評価等

大学評価の専用ホームページを19年５月に開設し、年２回実施している中 19年度に実施した教員評価結果を基に、22年度実施予定の同評価における
期計画・年度計画の自己点検・評価作業について、調査様式を掲載し調査を 評価指針等の見直しを行った。特に、「教育」、「研究」、「社会貢献」、「管理
依頼するとともに評価結果を適時掲載し、中期計画・年度計画の進捗状況管 運営」の４領域に係る事項並びに「職階による職務内容を考慮した各領域に
理などの作業の効率化を図った。特に、評価結果については、役員会等で報 対する重み付け」に関して、各部局等における固有の事情を考慮し、個々の
告するとともに、速やかに公表し、学内各関係部署への周知徹底を図り、具 教員の評価がより正確に反映されるべく検討作業を行ったところであり、併
体的指摘事項への早期対応等に活用した。 せて、評価データを入力、収集及び蓄積できるシステム「群馬大学大学情報

データベース」を活用し、入力項目を見直すなど教員評価作業の効率化の改
２．教員評価 善方策を検討した。

「教員評価システム検討WG」において、17年度に策定した「評価指針」等 また、職員評価（事務系、技術系、医療系及び看護系職員）並びに附属学
に基づき、18年度に全部局の教員を対象に教員評価（試行）を実施し、評価 校教員に対する評価についても、Webを用いた学内専用掲示板等に調査様式
結果の一部を前述の大学評価専用ホームページを通じて学内外に公表した。 （記入要領、記入例等）を掲載し、作業の省力化・効率化を図った。

また、19年度の本評価実施に向けて、試行結果の問題点を「教員評価シス
テム検討WG」並びに「部局評価委員会」を中心に綿密に検討し、問題点の解 ３．その他の評価
消を図り、本評価基準等の調整を行うとともに、「群馬大学大学情報データ 独立行政法人大学評価･学位授与機構による大学機関別認証評価を受審す
ベース」を構築し、これを教員評価に利用するための方策を検討した。さら るにあたり、自己評価書等の関係書類を専用ホームページに掲載し、作業の
に、評価結果を給与制度に反映させることについて、教職員評価・人事制度 効率化・省力化を図るとともに、その評価結果を速やかに掲載し、学内周知
検討部会において検討した。 を図った。

19年度は、「教員評価実施専門部会（教員評価システム検討WGから組織変 また、授業評価に係る教員及び授業科目データや認証評価に係る各基準毎
更）」において、18年度の試行評価を踏まえ、教育、研究、社会貢献、管理 の根拠データについても、「群馬大学大学情報データベース」を活用し、各
運営の４領域について、教員評価を実施（実施教員：539名、実施率：100％） 部局等の負担軽減の観点から効率化を図った。
した。実施に際して、評価指針で定める４領域に係る事項並びに「職階によ なお、例年実施している授業評価アンケートの集計結果についても専用
る職務内容を考慮した各領域に対する重み付け」の評価データを入力、収集 ホームページに掲載し、各学部等にフィードバックするなど授業改善に役立
及び蓄積できるシステム「群馬大学大学情報データベース」を活用し、教員 てた。
評価作業の効率化を図った。評価結果については、一部を専用ホームページ
を通じて学内に周知するとともに学外にも公表した。 情報公開の促進が図られているか。

また、教職員評価・人事制度検討部会において、評価結果に基づく、戦略
的な資源配分（研究費支援）や給与制度に反映させるシステムを策定した。 情報発信に向けた取組状況

さらに、特に評価の低い教員については改善計画の提出を求め、当該部局 引き続き、「広報戦略室」を中心に、広報誌、ホームページ等による積極的
長が指導及び助言などの改善指示を行った。 な情報発信を行っている。

20年度は、19年度に実施した教員評価結果を「群馬大学大学情報データベー
ス」に入力・蓄積し、教員評価作業の改善・分析に役立てることとした。 【平成16～20事業年度】

１．広報誌
(1) 本学の教育研究活動に関する情報を積極的かつ適切に提供 するため、

【平成21事業年度】 利用者の立場に立った分かりやすい情報誌「GU’DAY（グッディ）」を年２
１．中期計画・年度計画の自己点検・評価 回発刊した。

(2) 本学の知財活動の詳細情報を広く社会に紹介するための研究・知的財産
戦略本部機関紙「GRIP 知財ニュース」を発刊した。
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(3) 本学、茨城、宇都宮、埼玉の４大学が所有する「知」 を広く社会に紹 次の取組を行った。
介するための研究シーズ集「４ｕ:フォーユー」を発刊した。 (1) 「群馬大学大学情報データベース」と本学で生み出された学術及び研究

(4) 日経BPムック「変革する大学シリーズ」群馬大学2007-2008を出版し、 成果を蓄積し広く学内外に公開するシステム「学術情報リポジトリ」のデー
本学の教育・研究・社会貢献活動の全貌を学外に紹介した。 タを連動させ、相互参照が可能なシステム構築のための検討を行うととも

(5) 中学生以上の読者を対象にした研究紹介並びに地域社会への情報発信 に、機関リポジトリ・コンテンツの充実を図った。この結果、群馬大学学
を目的に、上毛新聞に毎週定期的に連載された研究室での研究とその成 術情報リポジトリ（GAIR））の登録状況 として、登録件数は458件増で延
果として冊子化を行い、地域企業等に積極的なPRを実施した。 べ3,900件となり、総アクセス数の月平均19,580件、論文表示数の月平均

(6) 教員が発表した研究シーズや群馬経済新聞社に毎週定期的に掲載され 13,872件となった。また、「群馬大学学報」の電子化も実施した。
ていたシーズを再編集し、研究要約と図表を盛り込んだ分かりやすいシー (2) 引き続き、「群馬大学大学情報データベース」で収集したデータを研究
ズ集を再編集し、「群馬大学から新時代への視点」として発刊した。 開発支援総合ディレクトリ「ReaD」に一括してデータ提供した。

(7) 本学の地域連携活動の代表例として、学長裁量経費の地域貢献重点経 (3) 本学における各種特色ある取組（文部科学省採択事業等）について、ホー
費により採択された事業の概要を掲載した「群馬大学地域貢献事業概要」 ムページ等で紹介した。
を毎年作成し、本学の取組を地域に広く紹介した。 (4) 広報戦略室を中心に、ホームページの全面リニューアルに向けて、改訂

(8) 文部科学省採択事業に選定された本学における特色ある取組「大学院 作業を行い、トップページについては、22年度からリニューアルを行うこ
医学教育の双方型展開と実践」（大学院GP）、「知的財産啓蒙教育及び弁 ととした。
理士チャレンジ教育」（現代GP）、「良医養成のための体験的・実践的専
門前教育」（特色GP）及び文部科学省特別教育研究経費事業「ケイ素を
基軸とする機能性材料の開拓」プログラムなどを報告集としてまとめ、
関係機関等に送付するなど学外に広く紹介した。

２．ホームページ
各学部における教育研究活動に関する情報、地域連携、産学連携、研究・

知的財産、公開講座、就職情報（学生･企業）、入試情報、附属病院、21世紀
COEなどの先端研究、特色ある教育の取組などについて情報を積極的かつ適正
に発信した。

また、平成18年度に機関リポジトリ(研究成果等を網羅的に収集・蓄積し社
会に提供するシステム）を構築し、ウェブサイトを通じて、研究情報を積極
的に発信した。

【平成21事業年度】
１．広報誌
(1) 引き続き、本学の教育研究活動に関する情報を積極的かつ適切に提供

するため、利用者の立場に立った分かりやすい情報誌「GU’DAY（グッディ）」
を年２回発刊した。

(2) 引き続き、本学の知財活動の詳細情報を広く社会に紹介するための研究・
知的財産戦略本部機関紙「GRIP 知財ニュース」を発刊した。

(3) 引き続き、本学、茨城、宇都宮、埼玉の４大学が所有する「知」を広く
社会に紹介するための研究シーズ集「４ｕ:フォーユー」を発刊した

(4) 社会情報学部の学生・院生と教員が協力して企画・編集・発行する新た
な情報誌ＳＩＪ（Social and Information Journal）を創刊した。

(5) 文部科学省採択事業に選定された本学における特色ある取組「先進的医
学系大学院教育の拡充・展開と実践」、「地域・大学院循環型保健学リー
ダーの育成」（大学院GP）、「多専攻学生による模擬体験型チーム医療実習」
（特色GP）及び本学地域貢献事業として実施した「ぐんまちびっこ大学」
事業を報告集としてまとめ、関係機関等に送付するなど学外に広く紹介し
た。

２．ホームページ等
引き続き、ホームページを充実させ、積極的な情報発信を行うとともに、
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